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]事項等 時 間

介護保険計画課長

東内 課長補佐

日野原 課長補佐

1.開会

2.挨拶

3。 地域包括ケアを念頭においた第 5期

介護保険事業 (支援)計画の策定につ

いて①

4.平成 22年度日常生活圏i或ニーズ調

査モデル事業結果等について

5。 地 i或包括ケアを念頭においた第 5期

介護保険事業 (支援)計画の策定につ

いて②

6。 その他

7.質疑応答 (計画関係)

～休憩～

8。 地域支援事業の見直し (平成22年

8月 6日付改正通矢□)について

9.質疑応答 (地 l或支援事業関係)

10.閉 会

13:○ ○～ 13:05

13:05～ 13:30

13i30～ 14:10

14:10～ 14:30

14:30～ 14:40

14:40～ 15:20

15:20～ 15:30

15:30～ 16:30

16:30～ 17:OO



資 料 1

第 5期介護保険事業 (支援)計画の策定

準備及び地上或支援事業の見直しに係る

会議資料 《介護保険事業 (支援)計画関係》

平成 22年 10月 27日

t)辱生労働省

厚生労働省者健局介護保険計画課
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I 地域包括ケアを念頭においた第5期介護保険事業 (支援)計画の策定について

○ 第 5期介護保険事業 (支援)計画 (以下「第5期計画」という。)の作成については、今

後、国が示す基本l旨針等を踏まえ、各市町村・都道府県において、高齢者の実態把握や給付

分析等の準備作業から、平成23年度末頃の決定 。公表に至るまでの間、様々な作業を進め

ていただ<こ ととなる。

○ 第5期計画の策定に当たつては、まず、

① 介護従事者処遇改善臨B寺特lpj交付金による第4期保険料の軽減効果、

② 介護給付費準備基金の取崩しによる第4期保険料の軽減効果、

③ 第4期から第5期までの自然増

等の各種要因を勘案し、より精緻な事業量等の見込みを行つていただきたい。

(参考)

第 5期の介 護保 険料

〔軍 〕

〔  菫酵]  〕

第 4期 (H2■ ″H23) 第 5期 (H24～ H26)



○ 第3期計画以降は、

①急速な高齢イヒの進展 (特に、独居高齢者、認矢0症の高齢者の増加等)、

12高齢者像と地1或特性の多様イヒ等、

高齢者の保健医療福祉を取り巻<環境の変化等に適切に対応し、高齢者が要介護状態になっ

ても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、介護、予防、医療、生

活支援サービス、住まいの5つを一体イヒして提供してい<「地1或包括ケア」の考え方に基づ

き、取り組んでいただいているところであり、引き続き、第3期、第4期計画の延長線上に

位置づけられる第5期計画の取組に当たつては、第3期計画策定時に定めた平成26年度ま

での目標達成に向けて継続的に取り組むことが必要である。

○ この「地l或包括ケア」とは、高齢者の生活を地域で支えるために、%ずしも介護保la~の保

険給付だけでは十翁ではないことから、まず高齢者のニーズに応じ、①住宅が提供されるこ

とを基本とした上で、高齢者の生活上の安全 。安lb・ 健康を確保するために、②独居や夫婦

二人暮らしの高齢者世帯、或いは認矢□症の力がいる世帯に対する緊急通報システム、見回り、

配食等の介護保険の給1寸対象でないサービス、③介護保険サービス、④介護予防サービス、

⑤在宅の生活の質を確保する上で懸要不可欠な医療保険サービスの5つを一体イヒして提供

してい<という考え方である。

(30分でかけつけられる圏域 )

【地域包括ケアの5つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するために|よ 、次の5つの視点での取組みが包括的(利用者の二一月こ応じた①～⑤の適切な組み合わせによるサービス提供)、

継続的 (入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供 )に行われることが必須。

①

…24時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーシヨンの充実強化。

②
特養などの介護拠点の緊急整備〈平成21年度補正予算 :3年間で16万人分確保 )

24時間対応の在宅サービスの強イし

9墨異孫詞埋う、護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進

援 (見守り、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ

舘 薫■ 21雪乳 住み続けることのせ るノ゙ リアフリーの高齢者住まいの整ぽ 国交省 )

高齢者専用賃貸住宅と生活支援拠点の一体的整備、 持ち家のバリアフリー化の推進

９

″



介護保険サービス

介護保険事業計画へ反映・介護保険事業計画策定委員会 (日 常生活圏域部会 )

… …  ず聟覇應恥蹴 _… ………………………
新たなサー ビス (仕 組み)や 課題に応 じた支援基盤等を構築

メ地ユ包抵薫援ム以上〃ニク.p構築

'“
住 宅 医療系サービス

総合相談支援・発見・ユーズ調査※ (地域課題の抽出)

地域包括支援センター等が主催

福祉・権利擁護

瑳

課題抽出

ネットワーーク

課題解決

ネットワーク

・他職種

・他制度

・地域人材

上記の連結

課題解決

ネットワーク

(チームケア)

為凛晨鼻ξl‐ ■/fl轟磐Ъttξ隋 基)ヽ香億基耽hi
地域包括支援|ンター職旱  |ゝ ケアチ■ム編成、:了ネジメィト9キーパ■イイ決定  ‐ノ 賃貸住宅管理会社
ケア々 ネッャ■事業煮‐ | >ヽこ

―‐|`.地域ネ,卜 の準行管響等 ‐‐  ‐/1を 建主任・親族
暉青福祉担当者二年聯 諄諄1茸

―

■■‐・ 二‐・
―

 . ‐‐近隣住民

樟甦インlY檀酪尋花裳彗薯智診電1等 ■
~‐

 ● :申雫 ||:テ燕姜|lt

地域ケア会議※

地域ネント?準行管響野
ル≠ポ 繁見讚露子,真庭

個男1的 レベル

1町論
.専門職 |

:FJF修等により
育成された .

■轟星言黒峯落基|
|↑凱乱勝霧酪7.1

|||[麟

'11

.イ12欝鷲紺 111

地域介入ネットワーク

‐
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・〇〇市 人口20万 自齢世量望5%認 定率 n30/o

・亘損 (J理墨 人口密度 堡墨

Bエリア
人口4万人

高齢化率 160/●

認定率 1250/●

※ 中高層住宅に高齢

化が進展し、一人暮ら

しも多い

※高齢者人口の将来
的な伸びは鈍化

Bエリア

日常生 活 圏域 基 盤 の例

Aネ88部 品晶品88吊 島島亀

81ヽ畠8畠呂′ら吊吊品吊吊A吊

⊂コヽ =般高齢者

轟轟轟琴等
涯Ь将来増加者

壁二 塵 盤 鰻
liII:1盤

24H訪問介護

通所介護

24日訪 間看護

4H在宅療養診療所   ~｀ Ч

に   介護老本爆彎施設

○ この「地域包括ケア」推進の前提として、地域やその地i或に居住する高齢者ごとの課題の

的確な把握、具体的には、

①どこに、

②どのような支援を必要としている高齢者が、

③どの程度生活しておられるのか、

等をより的確によ巴握することが重要である。

○ このようなことから、本年 1月 15日の全国厚生労働関係部局長会議及び本年3月 5日全

国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議等でお示ししたとおり、国としても、第5期計画等を

策定するに当たり、介護サービス等提供量見込みの算出に伴う地上或や高齢者の課題等をより

的確に把握するための手法 (以下「日常生活圏域ニーズ調査」という。)について57の保

険者でモデル事業を実施・検討したところである (別添参考資料 1を参照)。

○ 今般、このモデル事業の実施結果等を踏まえ、日常生活圏1或ニーズ調査の成案を示すもの

である (別添参考資料2、 3を参照)。

○ 日常生活圏域ニーズ調査は、あ<まで任意のものと考えているが、各地方自治体におかれ

ては、第5期計画の策定に当たつて、この調査を積極的に活用していただき、地1或の課題や

高齢者のニーズ等をより的確に把握していただきたい。

Aエリア

1*--."-*-*-*.-.,--- 
-*-**r,*,^ *---J

【出典】地域包括ケア研究会・会議資料 囀 曝 壽翠

‐
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○ 当該調査は、管内の全ての圏域の悉皆調査ではな <、 選定した一部の圏l或における抽出に

よる調査でも差し支えな <、 各市町村の実情に応じ、可能な範囲で取り組んでいただきたい。

○ 各自治体におかれては、従来より、高齢者の禾」用意向言周査などの調査を実施していただいてい

るところであるが、日常生活圏1或ニーズ調査で示す調査項目にこれまで実施してきた調査の頂

目を適宣追加する、若し<は一部組み替える等、地域の実情に応じた工夫を行つていただいても

差し支えないものと考えている。高齢者やその家族の主観的な利用意向だけでな <、 より客

観的な高齢者のニーズを把握する手法として、日常生活圏i或ニーズ言周査を活用していただき

たい。

○ 日常生活圏i或 ニーズ調査については、平成 21年度に先行実施した自治体の実績からも、

軽度認知症、虚弱、閉じこもり等の傾向の見られる高齢者が、どこに、どの程度生活してお

られるのかが把握でき、地i或ごとの高齢者の課題が鮮明になり、各課題に即した的確な対応

手法を計画ベースで検言」できるようになったといつた評価をいただいていることから、高齢

者のニーズをより的確に把握する有効な手法として、是非、日常生活圏域ニーズ調査を実施

していただきたい。

○ なお、日常生活圏域ニーズ調査やそれを踏まえた基本的な地上或の課題の把握は、次頁以降

の実施方法等に基づき実施・l巴握することができるが、日常生活圏i或ニーズ調査で明らかに

なつた課題のより詳細な見せ方や分析方法等は、今後、策定予定の介護保険事業計画策定の

ためのテキス トの中で年度内を目途に情報提供を行う予定。

給1付1実1績

等1分析■|

・被保険者対象 ‐ |

(一般:介護予防事業の対象者1要支援者・要介護者)

・二Tズ調査を郵送回収方式で

ニーズ調査項目
・世帯構成
・認知症関係
・所得レベル
・住まい関係
・予防・早期対応

(ADL・ IADLのツじ兄)

(生活支援と生活行為の向上)

(孤立者等の早期発見)

・疾病状況 等
※未回収訪問時の洞察

:未回収者今の訪問調査(民生委‐員等の協力)回収

,デ■夕入力1分析作業 |‐ ■ |■ |■ | ‐■||■  || ‐
|‐ |

・課題分析結果表作‐成 |‐ ■ ||‐ ■■ |■■■ |■‐||■ |■ ■
i

「1固男中リスク個人結果■覧作成(訪問|・ 個人支援‐・地域支援に活用)

・生活圏域の課題項目

防事業の対象者の把握・ニーズ量把

1介護保険事業計画策定作業

保険給付:地域支援事業の総量

積算等 |  ‐   ■・ ‐ ‐

サ■ビス必要量の決定

0生活圏域ごわ サ■ビス供給畳(保険給付拠職支‐援事お■||■■■1lξ
lll}|1燃韓 彙 秦 粂 基10その他特別給付やインフオ■マン・レサ■ビス等|||10サ■ビース供給1方針め,

※上記は典型的なものであり、どこまで実施するかは個別保険者の判断による。

5‐



①調査票の作成 (準備 )

○ 厚生労働省で示す調査項目に、これまで実施してきた各自治体の実態調査の項目等を適宜追

加する、若しくは一部組み替える等、地域の実情に応じた調査項目の工夫を行つていただいて差
し支えありません。

○ なお、調査票は、調査結果を集計・解析することで、例えば、この地域は一人暮らしで且つ認知

症の方が多いので認知症高齢者グループホームが最低 1カ所は必要といつた、地域の課題の内

容及び量的な状況を明らかにし、計画に反映できるような質問項目を設定することが重要です。

②調査票の発送口回収

〈実施地域〉

○ 市町村が設定している日常生活圏域の中から選定した圏域を実施地域とします。

○ なお、全圏域の悉皆調査ではなく、選定した一部の圏域における抽出による調査でも差し支えあ
りません。

〈調査対象者〉

0 65歳以上で、要支援・要介護認定を受けていない方および要支援・要介護者の全数または一

部 (無作為抽出)を対象とします。なお、要支援・要介護者については、①要介護2までの人数が

多いこと、②要介護3以上は給付分析等によリー定の予測が可能なこと等の理由により、要介護
2までの方を選定することも考えられます。

〈調査票の配布・回収方法〉

○ 調査対象者への郵送口返信方式による調査票の配布・回収 (参考 :平成21年度に先行的に実施

したモデル事業の実施結果では、調査の実施期間は1カ 月程度であつた。)により行います (直

接、民生委員や職員等が持参する方法も有り。)。

○ 期日迄に回答がなされない高齢者については、実情に応じて各地区の民生委員等の協力を得

て訪間調査 (未回収者へは訪間予定通知の配布等を実施)により調査票を回収します。到着後、

調査票以外の物 (手紙等)が同封されていないかも確認します。

○ 調査票の回収率が低いと、その日常生活圏域の実態把握が十分に行えないため、回収率を高

めることが重要です。そのためには、広報誌などによる事前の周知や上記のように民生委員等

が訪問回収 (督促)を行うことが有効です。民生委員やその他の地域の人材の協力を仰ぐことは

、課題を住民と共有して、地域づくりを強化することにつながり、また訪間することで未回答者の

実態 (そこに住んでいない、入院している等)の把握にもつながります。民生委員等の協力を得る

ことが困難な場合には、未回答者に督促ハガキを出すなどの回収率向上策を行うことが重要で

す。この民生委員等の協力を得る際には、事前に調査の趣旨等を十分に説明しておく必要があ

ります。平成21年度モデル事業の3保険者では、いずれも回収率が9割を超えています。
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③調査結果の集計口分析

○ 生活機能低下者害1合 、閉じこもりの状況、転倒のおそれ、低栄養状態の傾向、その他のニー

ズ等の集計・分析を行うことにより、調査実施地域の現状・課題と必要な施策等の検討事項を

明らかにすることができます。同時に、それが介護保険事業計画策定の基礎資料となります。

④調査結果の個人返却

○ 本調査により把握した結果について、平成21年度のモデル事業においては、調査に回答し

ていただいた方について、個別の調査結果に基づき個人結果アドバイス表を作成し、各人に

個別返送したり、一部では、結果説明会を開催し、参加者に対してはその場で返却する等に

より、高齢者の今後の生活の指針のひとつとして活用を図つていただいております。このよう

に、調査結果の個人返去口は個人が自身の生活習慣を振り返り、健康への意識を高めるきつ

かけとなる等、個人にとつてのメリットであり、回収率を高めるためのインセンティブとなるもの

です。

⑤事業の費用・効果

○ 平成21年度に先行したモデル事業の実績によれば、日常生活圏域ニーズ調査費用を算定す

ると、調査対象1,000人口回収率95%とした場合、1人当たりの調査費用は1,900円 前後(個人結

果の生活アドバイス票の作成や、生活支援ソフト(仮称)の作成等(付加分)の経費を含む。)と

見込まれました。

○ 日常生活圏域ニーズ調査の実施効果としては、「①日常生活圏域の課題の明確化」「②介護

保険事業計画の客観的基礎データの整備」「③個人への生活アドバイス表の送付による健康

への意識を高める効果」、さらには④介護予防事業の対象者の同時把握等があります。

○ そのほか、得られたデータをデータベース化することにより、計画策定のためのツールにとどま

らない、例えば、地域包括支援センター等による訪間の優先度の高い人のリストを作成したり、

介護予防事業の対象者に対する施策の誘いかけ対象者リストを作成したりすることも可能です

。ニーズ調査データを2次活用することにより、地域支援事業で展開される介護予防事業や総

合相談支援事業の高齢者実態把握の基礎データが準備されるものとなります。

‐
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〇 これまでの介護保険事業計画の策定に当たつては、主に「どのようなサービスが利用したい

かを、高齢者 自身に尋ねる調査」が中心となっていました。しかし、そのような調査では、地

域の課題やその地域に居住する高齢者の利用意向のみにとどまらない真のニーズを的確

に把握することは難しい面があります。

〇 有効な介護保険事業計画を立てるためには、まず地域のニーズを客観的に把握する必要

があります。「日常生活圏域ニーズ調査」は、日常生活圏域ごとに高齢者の要介護リスク等

の指標を把握・集計することにより、日常生活圏域ごとに必要なサービスの種類・量を見込

み、居宅介護・施設介護・地域密着型介護サービス等の基盤整備や地域支援事業口市町村

特別給付・保健福祉事業等の構築をどのように進めていくか等を政策決定するために行い

ます。したがって、ここでいう二一ズとは、高齢者の利用意向の有無を問わず、リスクの裏返

しとしての潜在的なニーズも含めた、より広い意味での二一ズを意味します。

0日 常生活圏域ニーズ調査により、例えば、認知症の方が多い地域や閉じこもりの傾向の見られ

る方が多い地域が明らかになり、認知症デイサービスやグループホーム等の必要量、閉じこもり

等の課題に対応した介護予防訪間介護の必要量、介護保険サービス以外の配食や送迎サー

ビスの必要性などが明らかになります。

O地 域のニーズを推測による定性的なものではなく、数量的に把握し、根拠をもってある程度客

観的にサービスの整備や事業メニューの構築等を行うことにより、限られた財政のなかで無駄

のない介護保険事業を実施することが可能になるとともに、合理的な人員配置や予算配分も可

能になるものと考えます。

③個人への生活アドバイス表の送付による健康への意識を高める効果
O平 成21年度に先行実施した日常生活圏域ニーズ調査モデル事業では、回答された個人ごとに

アドバイスを掲載した個人結果表を作成して返送することで、個人が自身の生活習慣を振り返り

健康への意識を高めるきつかけとなりました。個人結果表を返送する際に各個人の状態に適し

た介護予防教室の案内を同封するといつた工夫も考えられます。

④介護予防事業の対象者の同時把握
O日 常生活圏域ニーズ調査は、介護予防事業の対象者を把握する基本チェックリストの項目も包

含しているため、計画策定のための地域の課題等の把握とあわせて、介護予防事業の対象者

の把握も同時に行うことができます。また、本調査の調査対象となつた方については、地域での

高齢者実態把握で最も重要な課題である、閉じこもり、うつ、孤立・孤独や一人暮らしの認知症

高齢者等の早期発見し対応についても可能となります。

‐
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日常生活圏域三ニズ調査実施の負担感とその他のメリットについて

◆平成21年度に先行実施した自治体の実績では、

01か 月程度の調査実施期間で調査事務が完了していること

②調査票・封筒・挨拶文等の作成、印刷、封入作業、郵送、調査報告書作成等の基本となる調査経費 (基本

分)に加え、調査に回答していただいた方への個人結果の生活アドバイス票の作成や、個人検索ソフトの作

成等 (付加分)を実施しても、一人当たりの調査費用は平均1,900円程度(①基本分 830円 /人、②付加

分 1.050円 /人 )で実施できていること等から、小規模の市町村でも、経費面・作業面の両面で、あまり負

担にならない方法にも拘わらず、地域の高齢者等の課題が鮮明になり、的確な対応手法を計画ベースで

検討できるようになった等との評価をいただいています。

◆ 日常生活圏域高齢者二一ズ調査の計画策定面以外の効果 (前述分を除く。)

①要支援・要介護認定者を含めた高齢者の生活機能度数も把握できる、

②記名式調査で高齢者個々人の課題を把握でき、2次利用として個人台帳が作成できるため、管内の高齢

者の状況把握が可能となり、優先度の高い高齢者に対する個別ケアのアプローチ(有効かつ効率的な地

域支援事業の展開)が可能となる、

③事業により実施した調査データをデータベース化し、クロスチェックを用いて、抽出対象者のリストー覧、帳

票の表示・出力を行うアプリケーション(イメージ:低栄養状態リスク者候補のリスク度の高い順で、栄養改

善プログラム教室等の参加希望のある人の一覧等)も作成可能となるため、地域包括支援センターの運営

上有効なものとなること、
④地域で孤立化した高齢者の安否確認等、地域の見守り活動に有用

本調査で得られた情報を行政部内、関係機関、地域等で共有し、例えば、①所在不明高齢者の確認に

活用したり、②本調査で得られた情報を地域に渡し、見守り活動や福祉マップづくりにいかしたり、災害時

図表 1生 活機能 (非該当・リスクなしの割合)図 表2基 本チェックリスト合計得点 (累積相対度数 )

(96)

図表3認 定状況別生活機能得点 図表 4 ADL(評 価項 目別 自立者割合 )

(注)これらのベースとなるデータは調査結果から得られるので、今後、日常生活圏域ニーズ調査で明らかにな

つた課題のより詳細な見せ方や分析方法等は、策定予定の介護保険事業計画策定のためのテキストの中で年

度内を目途に情報提供を行う予定。
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図表5疾 病の状況 (既往症 )

泌メ器 生モ器系

図表 6認 知機能 の障害程度別割合 (CPS)
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平成22年度 日常生活圏域調査 (2次予防事業対象者 運動 )〔イメーゾ〕
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平成22年度行橋 日常生活圏域調査 (認知症 )〔イメーゾ〕
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③ 個 別 サ ー ビス 和j用 率 (二一 ズ 調 査 結 果 )

C)個別 サ ー ビス 利 用 者 数 推 計

実 際 の サ ー ビ ス 必 要 量 の 算 出 Iま 、給 付
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高 歯令者 専 用 賃 貸 イ主宅

① 借 家 率 (二一 ズ 調 査 結 果 )

② 高 齢 者 賃 貸 住 宅 が 必 要 な 高 齢 者 数
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○ 介護保険法は介護保険サービスを規定しますが、市町村 (保険者)が提供する介護保険外の必

要なサービスや地域の特性を踏まえたインフオーマルサービスと相侯つて適切に提供されてこそ、

住聾型≧I≧塑≦塑堕血上重塑虜型■壼墨量主ることができます。

○ また、少子高齢化と人口減少に対応した社会システムを地域で構築していくことが重要ですが、

その社会システムにおいては、医療・介護・福祉・住宅の各領域のサービスが、日常生活圏域にお

いて、適切に組み合わされて提供されることにより生活上の安全・安心・健康が確保されることを実

現していくことが求められます。また地域基盤の強化を図りつつ、自助口互助・共助・公助の適切な

組み合わせを住民とともに探る必要があります。

○ 高齢化のピークを迎える2025年 までに上記のような社会システム (地域包括ケアシステム)を構

築することを念頭に、着実に各種取組を行つていくことが重要です。当然、直ちに地域包括ケアシ

ステムの全てを構築することは困難なわけですが、これからの取組を着実に進め、各市町村にお

いて、最終的な目標である2025年の地域包括ケアシステムの構築に繋がつていくようにするため

には、何より現在の地域の課題や高齢者の二一ズ等をより的確に把握することが服要です。その

ための、有効な手段となりうるのが、日常生活圏域ニーズ調査です。

○ 各保険者におかれては、第 5期計画の策定に当たつて、二 ていただき、
り的 確 に把 握 してい

を図つていただきたいと思ぃま

○ 高齢者や地上或の課題をより的確に把握する有効な手法である日常生活圏 l或ニーズ調査手

法について、57保険者のモデル事業結果を踏まえ更なる検証・評価を実施し、より地域の

課題を的確に反映した精度の高い手法に資する観点から、以下のとおり、今後実施要綱を改

正し、追加協議を行う予定であるので、積極的に実施の検討をお願いしたい。

○ 本事業は、自治体負担はないものである (補助率は 10/10)。 また、調査票の集計等

の事務についても委託が可能とする予定であり、実施市町村にとつて、あまり負担にならな

い方法での実施を予定している。

○ 本事業によつて得られる調査結果は、計画策定面での地 i或や高齢者の課題等の把握だけで

なく、調査を実施した高齢者の中の二次予防事業対象者の有無についても把握できる等、事

業実施によるメリットが多いことから、積極的に実施願いたい。

(参考)「日常生活圏域ニーズ調査検証・評価事業 (介護予防実態調査分析支援事業の

特別事業)」 の概要

1 実施期間

平成22年 11月～平成23年 3月 を予定。
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2 追力0市町村の数

未定 (予算の範囲内で多<の市町村が実施できるように調整)

3 事業の概要

実施要綱一部改正案を参照。

※介護予防実態調査分析支援事業の実施要綱の改正予定

→  ・調査票は本年 10月 27日全国会議で示す成案に変更

4 経費の負担

補助率は 10分の 10と し、予算の範囲内で国庫補助を行う。

(具体的な補助額については、今後選定市町村から提出いただく予定の「事業実施計画」

の内容や補助金の予算総額等を勘案し、内示することとする。)

(参考)

介護予防実態調査分析支援事業実施要綱 (改正案)

第 1 目的

平成 18年度の介護保険法の改正により、被保険者が要介護状態又は要支援状態 (以下

「要介護状態等」という。)となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合

においても、可能な限り、地上或において自立した日常生活を営むことができるよう支援す

ることを目的として、地域支援事業が倉」設されたところである。

今回、より高い効果が見込まれる実施方法を取り入れた介護予防モデル事業 (以下「モ

デル事業」という。)を実施するとともに、モデル事業に係る評価翁析を行い、実施方法

等の見直し。改善を図ることで、より効果的な介護予防事業に資するよう、介護予防実態

調査分析支援事業 (以下「本事業」という。)を行う。

なお、平成 22年度は、本事業において、日常生活圏i或 ごとの精度の高い高齢者の状態

像 。三―ズや高齢者の自立生活を阻む課題 (地 i或課題を含む。)をより的確に把握するた

めの手法等を、円滑かつ容易に把握できる環境の整備を図ることを目的とした特別事業を

行う。

第2 実施主体

本事業の実施主体は、市町村とする。

なお、実施市町村は、本事業の目的の達成のために必要があるときは、本事業の一部を

適切な事業運営が確保できると認められる団体等に委託することができる。

第3 実施内容

本事業の実施内容は、次のとおりとする。なお、市町村は、以下の 1若 し<は 2(1)、

(2)のいずれか又は 1,2の 両力を選択して実施することとする。

1 基本事業

(1) モデル事業
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(2) モデル事業の効果を検証するための評価分析に係る事業

2 特別事業

(1) 基本チェック項目検証 。評価事業

(2) 日常生活圏域ニーズ調査検証・評価事業

第4 モデル事業の実施方法

市町村は、以下の 1、 2のいずれか又は両方のモデル事業を、市町村内の 1カ F」A以上の

地上或包括支援センターの担当圏域内において実施する。(具体的な実施内容は、厚生労働

省が別途提供するマニュアルに記載する。)

1 システム介入

特定高齢者の効率的な把握や参力0率の向上を図るための実施方法を検証するために、

地域包括支援センターの担当圏1或単位で、以下の①又は②のいずれかを実施する。

① 担当圏1或内の金ての高齢者に対して、「地域支援事業の実施について」(平成18年
6月 9日老発第0609001号 厚生労働省老健局長通矢□。以下「地上或支援事業実

施要綱」という。)に規定する「基本チェックリスト」を配布・回収し、生活機能

が低下している者を選定する。

② 地域支援事業実施要綱に規定する「介護予防教室」を開催し、当該教室の参加者の

中から生活機能が低下している者を選定する。

2 プログラム介入

より効果が見込まれる介護予防プログラムを提供するモデル事業について、地上或包括

支援センターの担当圏域単位で、以下の①～③のうち 1つ以上を実施する。

① 運動器疾患対策プログラム

② 複含プログラム (運動器の機能向上、栄養改善、□腔機能の向上)

③ 認矢□機能向上プログラム

第5 モデル事業の効果を検証するための評価分析に係る事業の実施方法

1 第4の 1のモデル事業を実施する市町村は、厚生労働省が別途配布するフォーマットを

用いて、モデル事業の実施状況に関する情報を記録し、分析する。なお、当該情報につい

ては、電子メール等を用いて、厚生労働省にも報告する。

2 第4の 2のモデル事業を実施する市町村は、厚生労働省が別途配布する専用システムを

用いて、モデル事業の対象者の心身機能の状態等に関する情報を経0寺的に記録し、分析す

る。なお、当該情報については、氏名等のプライバシーに関わる情報を除いたものを、専

用システムを用いて、厚生労働省にも報告する。

第6 特別事業の実施方法

1 基本チェック項目検証 。評価事業を別紙1(「基本チェック項目検証 。評価事業」実施

要領)により実施する。

2 日常生活圏域ニーズ調査検証・評価事業を別紙2(「日常生活圏域ニーズ調査検証 。評

価事業J実施要領)により実施する。
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第7 事業実施に当た つての留意点

1 基本事業は、厚生労働省が別途提供するマニュアル等に従 つて実施するものとする。

2 本事業の実施に当たつては、関係団体及び関係機関等と連携 。調整を十分に図るものと

する。

3 本事業の実施に当たつては、対象者に対 して本事業の趣旨、個人情報の取り扱い等につ

いての十翁な説明を行い、理解を得るように努めることとする。

第 8 経費の負担

市町村がこの実施要綱に基づき実施する本事業に要する経費については、厚生労働省が

別に定める「介護保険事業費補助金交付要綱」に基づき、実施計画を勘案の上、予算の範

囲内で国庫補助を行うものとする。

第 9 その他

1 基本事業を円滑に実施するため、市町村の実務担当者に対 して本事業の実施方法等の研

修を厚生労働省において実施するものとする。

2 本事業により収集 した情報の所有権は市町村に帰属するものとする。なお、第 5により

厚生労働省に報告されたデータについては、厚生労働省において、モデル事業の効果等の

検証に必要な範囲において使用するものとする。

第 10 施行期日

この要綱は、平成 21年 4月 1日 から施行する。

(局」糸氏1 )    (D各 )

(別紙 2)

日常生活圏域ニーズ調査検証・評価事業実施要領

1 目的

この事業は、日常生活圏 i或 ごとの精度の高い高齢者の状態像 。ニーズや高齢者の自立生活

を阻む課題 (地域課題を含む。)をより的確に把握するための日常生活ニーズ調査手法の検

証・評価を行い、地域の課題を反映 した、より精度の高い介護予防事業等の実施に資するこ

とを目的とする。

2 実施内容

(1)ニ ーズ調査の実施方法

ア 実施地 1或

事業実施市町村が設定 している日常生活圏l或の中から選定 した 1圏 i或 を実施地

i或 とする。ただ し、 1圏 i或以上の実施も可能とする。

イ 調査対象者

当該圏域内の65歳以上の被保険者とし、①要介護・要支援認定者と、②要介護・

要支援認定者以タトの者 (二次予防事業対象者を含む。)を地i或の実情に応じて選定

する。
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ウ 調査票

別紙様式 5の調査票により調査を実施する。

工 調査票の配布・回収方法

調査対象者への郵送・返信万式による調査票の配布・回収 (期間 1カ月程度を目安)

により行う。

期日迄に回笞がなされない高齢者については、各地区の民生委員等の協力を得て

訪間言周査 (未回収者へは訪間予定通矢□の配布等を実施)により調査票を回収する。

なお、未回収者の補足調査を実施する民生委員等に対 しては、訪問回収に当たり

事前に市町村から十分に説明を行い、円滑な回収に努める。

(2)調査結果から明らかになった地域課題に対する対策等の検討

調査結果の分析等から抽出された地上或課題に対し、模擬の介護保険事業計画策定委員会等

を開催し、円滑かつ適切な二次予防事業対象者の把握や次期介護保険事業計画の策定等に向け

た論点整理 (課題に即した対策や解決方法の協議等)を行う。

(3)結果報告書の作成等

結果報告書 (別紙様式 6)を作成 し、平成 23年 3月 18日迄に厚生労働省 (老健局介

護保険計画課)へ提出する。

3 その他の留意事項

ア 本事業の関係者は、正当な理由な しに本事業に関 して矢□り得た秘密を漏らしてはなら

ない。なお、本事業を委託により実施する市町村にあっては、事業委託団体との委託契

約上、守秘義務に関する定めを置 <。

イ 本調査により把握 した結果について、個人結果ア ドバイス票を作成 し、各人に返送 し、

今後の生活の指針のひとつとして活用を図る等の活用の検討を行われたい。

(別紙様式 5)   調査票の成案

(局」紙様式 6)

1 実施市町村の概況

2事 業 実施 の概 況

(1)実施期間

・郵送調査期間   平成〇年○月○日 ～ 平成〇年○月○日

・補足調査期間   平成〇年○月○日 ～ 平成〇年○月○日

・集計 。分析期FB5  平成〇年○月○日 ～ 平成〇年○月○日

‐19‐

管内人□ (人 )

(平成 21年度末 )

管内高齢者人□

(人 )

(平成 21年 12月 )

事業を実施する担

当圏i或 (地 1或包括支

援センターの名称 )

事業実施の圏域内

人□ (人 )

(平成 21年 12月 )

事業実施の圏 i或内

高齢者人□ (人 )

(平成 21年 12月 )



(2)回収率

。郵送返信回収率 :○ (返信件数)/○ (配布件数)三〇%
・補足調査後の回収率 :○ (最終回収件数)/○ (配布件数)=〇 %

調査に関する意見

本事業の実施内容について、各種改善意見等がある場合は記載願います.

(

(注)あ <まで現8寺点での予定であり、今後変更等があり得る。

○ 現 B吉点におけるワークシートにおける推計手順の者えんは、以下のようなイメージで検討

を行つている。

ワークシートにおける推計手順のごく粗い考え方(イメージ)

ワークシート

給付実績

被保険者数の見込み

地域支援事業・予防給付の効果
□□系疾病群△△系疾病群

利用者の身体状況×サービス種類・量の関係テーブル
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○  「地上或包括ケア」を推進するに当たっては、①地i或課題、②地域資源の状況、③高齢化の

進展状況等、各市町村によって、それぞれ状況が異なることから、各市町村の実情に応じて

優先的に取り組むべき以下のような重点事項を、各市町村等が半」断のうえ選択して第 5期計

画に位置づけられるようにする等、段階的に介護保 lk‐事業 (支援)計画の記載内容を充実3螢

化させることも重要であると考えている。

し続 け られ る 地 域 包 括 ケ ア を 実 現 して い くた め 、第 5期計 画 で は 以 下 の 事

項 に つ い て 、地 域 の 実 情 を 踏 ま え て 記 載 す る こととす る 。

① 認 知 症 支 援 策 の 充 実
(例 :認矢口症 者 数 や ニ ー ズ の 把 握 と対 応 、サ ポ ー ト体 制 の 整 備 等 )

② 在 宅 医 療 の 推 進

(例 :市町 村 に お け る 医 療 との 連 携 の 工 夫 等 )

③ 高 齢 者 に 相 応 しい 住 ま い の 計 画 的 な 整 備
(例 :高 齢 者 住 ま い 計 画 との 調 和 規 定 等 )

④ 生 活 支 援 サ ー ビス (介護 保 険 外 サ ー ビス )

(例 :見 守 り、配 食 、買 い 物 な ど 、多 様 な 生 活 支 援 サ ー ビ ス の 確 保 等 )

Ｆ
卜
十
Ｉ
Ｌ

◆ 高 齢 者 を 取 り巻 く環 境 の 変 化 等 に 適 切 に 対 応 し、高 齢 者 が 地 域 で 暮 ら

(参考 :認矢□症等に関する地万自治体の取組事例)

OA市 では、高齢者のニーズを的確に把握し、第 4期介護保険事 業計画で地域密着型サービス基盤整備の充実や認知症サ

ポーターの育成等を掲げ、認知症に関する下記のような取り組みを進めている。

◇被保険者全員

活圏域 (地域)の課
(認知症分 )

認知症リネクのある対颯者に訪間

Q査盤量虚L対立登皿別アセスメントの実施
◇ 家族等近親者がいるケース
◇ 専Pl医受診勧奨の支援
◇ 介護認定申請からケアマネジメントの導入

〇地域包括支援センターの職員による
マネジメント

・介護予防アクティビティ事業
・閉じこもり予防事業

予防ヘルバーの導入

A市地域ケア会議によるモニタリングの継続実施

介護保険サービ
ス担 当者
会議支援

９

″



(参考 :在宅医療の推進に関する地方自治体の取組事例 )

急性期 回復期 維持期

O B市 等では、第4期介護保険事業計画における重点施策として「保健・医療・福祉の連携強化」を位置付け、例えば、脳卒中

の方への対応として、切れ 目なく医療や介護が受けられるように、地域連携診療計画書の作成と普及に取り組んでいる。

介護老人

保健施設
急性期病院
救命救急センター

脳卒 中センター
各市 医師会 、各市包括

各市障害者 センター

介護保険事業所

各市行政
市 中病院

その / その′

回復期

リハヒ
゛
リテーション

病 床

場ィ
1響

療養型病床

― ― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … 」

OA市 では、高齢者のニーズを的確に把握し、第4期介護保険事業計画で「高齢者の住宅支援」を掲げ、高齢者の住まいの整備

に関する下記のような取り組みを進めている。

《事業内容》

○ 本事業は、お元気な一般高齢者から介護度5迄の方への連続性、一貫性のある地域ケアを官民協働で

取組み実践し、地域社会への貢献を目指すもの。

○ また、「長寿」ではなく「元気で長生き」の実現のため、高齢者の生活習慣病予防に加えて、自立した生活

を妨げる要因に着目した生活機能低下の予防、または生活機能向上に取り組み、介護予防を推進する。

○ さらに、自助・互助・共助・公助の役割分llBを 明確にL´、高齢者に対する支援を地域で支える地域包挿ケ

アを実現するとともに、24時間対応の在宅療養支援診療所と訪間看護事業所を併設することで、高齢者の

緊急時はもとより様々な医療ニーズに対応できる体制を整備する。

①医療連携として、調斉1薬局における在宅輸液療法・訪問看護・在宅療養支援診療所等の連携構築を図

り中重度者対応を行う。

②介護療養型医療施設利用者の受け皿を「住宅」として整備する。

③A市の家賃助成制度 (市の単独事業)に基づき、適合高齢者専用賃貸住宅を核としたA市高齢者支援

住宅を整備し、低所得者の住まいの確保を行う。

④住宅室内では解消できない支援を LSA(ライフサポートアドバイザー)及び建物内サポーターが担う。

(買い物 =趣味娯楽 'お墓参り等外出を伴う付添支援)

⑤緊急通報システムによる見守り支援をオプションで軽度者に整備する。(市 の助成金事業)

(参考 :高齢者の住まいの計画的な整備に関する地方自治体の取組事例)
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(参考 :生活支援サービスに関する地方自治体の取組事例)

C区では、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者に対する聖堕整L量並生家事援助サ=量 見壺り量三二K左1企護堡陰墨

サ三ビ丞盗受けられる体制が整備されている。

J=配食サ‐墜

サービス

内容・

利用者
負担

昼

食

1学校給食 :区 内の小学校で調理した、あたたかい学校給食をボラ
ンテイアが層ける(火・木曜 日).

2ボランティア給食:ボランティアの自宅て調理した食事を屈ける.

→

夕

食
地域の商店から、弁当を届ける (火・木曜 日)

→ ,l if`■  ■■il i

和1用

対象者
在宅の虚弱な高齢者、介護が必要な高齢者慮駒笹通登重も量濫査艶 護
調 蟻玄当責

…

■m
実 績 422人

行政負担 18,570′757円 (①、②は一般財源、③は介護保険の地域支援事業)

サービス

内容

介護予防の視点から、ホームヘルバーを

派遣し、家事援助 (掃 除・洗濯・調理・買い

物 )を 行う(【 週1口 又は週2回 稽度】

利用対象者

おおむね65歳 以上のひとり暮らし高齢者又

は高齢者のみの世帯で、日常生活を営むの

に支障がある方 (要 介護認定非該当者が利
用対象者となり得る)

利用者負担
Ш 回程度i且卿
遷蛯≧回曇謳菫_1月2,500円

実績 124人

実施主体 C区

行政負担 2r ,284 ,820F. (- fi,RM trF.)

3に こにこ訪問 (乳酸菌飲料の配達 )～見守リサービス

内 容
安否確認と孤独感解消のため、毎日乳酸菌飲料を配達
する(日 曜・休日を除く)

利用

対象者

70歳 以上の一人暮らしの者で、他に安否確認のサービス

を利用していない者

該当童のいずれでも可)

利用者負担 な し

実 績 2,444^

実施主体 社会福祉協議会

行政負担 2,041,472円 (C区からの補助金 )

4徘 徊探知機利用料助成  ～見守 リサービス

内 容
GPS端末機を利用して徘徊高齢者の居場所を探し出すシス
テムの費用の一部を助成する。

利用
対象者

区内に在住するおおむね65歳 以上の徘徊高齢者と介護する

家族         長         主ずれ
でも可 )

利用者負担 月Lttd田二塁匙塞豊菫墾壺重蜜圧翅うり

実績 15人 (う ち、要介護者 15人 )

行政負担 44,100円 (一般財源。初期費用のみ )

B市では、財団法人B市福祉公社による有償在宅福祉サービスがあり、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者が、一定の負

担を行うことにより、家事援助・緊急時                           されている。

1対象者  次の要件を満たす者

①市内居住   ②おおむね65歳以上又は中度以上の障害のある者

―

者'非該当の三のしゴれでもコ)

③利用料金の支払いが可能である者  ④B市福祉公社と家事援助等給付契約を締結した者

型 コ

①基本サービス(必ず利用するサービス) → 利興‖二月螢1万円

3.実績

・ 利用者数 267人 (221世帯)平成22年7月 31日 現在          ∫
・ 予算 (平成22年度事業計画):約 1億 2′000万 円

※ B市は、B市福祉公社の基本財産 (4億1,599万 円)を出資しており、基本財産の運用収入も、B市福祉公社の収入源となつている。

平成22年度のB市からB市福祉公社への補助金 (総額)68,671,000円

区分 1内 容

|七盗藷|■午||‐ 1‐ず 市の公的サービスの他、介護保険の利用や社会資源の紹介、塚族との連携、専門機関への橋渡し等情
報の提供と生活設計の援助など

イ:看護師による月■回以上φ訪間 主治医や医療保健機関との連絡.健康相談 ,医療コーディネーター的活動など健康生活の支援

ウ:緊急時対応 夜間、休日等の緊急時の可能な限りの対応

②個別サービス(利用者の選択により受けることが可能なサービス)

tlll:|■1,研 ti■|11

協力員による家事援助(炊事、洗たく、掃除、買物など).介護援助(利用料:」Ш勤理鯉里生り
※ 協力員:B市福祉公社に登録された市内居住の主婦が主流の有償ボランティア。

:=: 力仕事サービス(草取り、雷かき等)、 医療相談 (嘱託医)、 法律相談(顧問弁護士)
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1輻蔓鼈tぎ
|

li鼈二象着

生活援助サービス (※ 1)

又は

予防サービス (※ 2)

の提供

指定事業者

A市の指定が

必要

※指定事業者数
・総数:8
・うち社福 :1

・っちNPO:2
・うち営濶j法人:5

>(1

※ 2

生活援助サービス :日 常生活における掃 除、
洗濯 、調理、買物その他の家事

予防サービス :運動器機能、口腔機能その

他生活機能 の低下の予防支援

(3予 防ヘルフサービス費

以下の表の通 り算定。ただし、26′ 100日 が上限。

一
績
剛
擬

一―一―
一　

　

３

一
　

※
小
―
―

自立支援に向けた
ケアマネジメント

予防ヘルプサービス費 (

の9割を支払う

‐
‐
‐「　
馨
天

「
、
「
―

Ｉ
Ｊ

|り段響
※ 状態が改善し、非該当になつた場合でも、必要な生活援助サービスが受けられるよ

う、NPOによる家事援助サービス等 (全 額利用者負担 )の 普及等を図つている。

61事業費イヒするととも1=1予防の取組 穂藁J二う1

(市民後見推進の取組事例①)

市民後見活動を首長申立に限定するケース

D区成年後見支援センター (区社協に委託 )

○ 事業概要

(相談、利用支援等の業務 )

・ 法律相談

弁護士等による成年後見制度に関する相談
窓日の設置 (月 2回 )

・ 成年後見制度利用支援

加齢等により成年後見等の手続きが困難な

方への必要書類の確認等の支援

・ 専門職後見人に関する情報提供

日 中 夜間 早 朝

生
活
援
助
サ
ー
ビ
ス

30分 ～ 1時間 2 200円 2760円

1時間 ～ 1時間 30分 3,080 R 3′ 860円

1時 間 30分 ～ 2時 間 3960Fヨ 4,960円

2時 間～ 2時間 30分 4′ 840円 6,0s0F]

2時 間 30分 ～ 3時 間 5720円 7,rcOn

予
防
サ
ー
ビ
ス

-30'〕 2,450円 3′ 060円

30分 ～ 1時間 4′ 260円 5330円

1時 間～ 1時間 30分 6,190 Fl 7,730n

¬時 間 30分 ～ 2時 間 7 070FЧ 8 840FB

2時 間 ～2時間 30分 7,950円 9′ 940円

2時 間 30分 ～ 3時間 9,360円 11,0308

(市民後見に関する人材育成等の業務 )

・ 市民後見に関する人材の育成

個人で成年後見人を受任できる区民後見人を育
成

(参考)研修時間(50時間)

・ 後見活動が可能と見込まれる案件について家庭
裁判所に区民後見人候補者を推薦

・ 区民後見人が選任された場合に、後見活動に関
する相談などの支援を行う。

区社協が後見監督人に選任

後見活動は区長申立案件に限定

(参考)

受任者累計 25人 (平成18年度～21年度 )
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12ボ ランティア等が宅配 |

L…1==埜2■聖整菫L」

…公民館■集全所 等

バイタル等情報収集・遠隔支援による見守り

写諦話
~¬

| スーパー等へ |

正三   li♭
新たな市場
の創出

黎 =

精 尿病 等 の 豊者

Oバイタルデータを
随時医師等ヘ

自動的に送信
0医者は異常値を

早期に発見

地域の住民

○けが・病気などの

緊急時にテレビ電話
を用いて医師から

支援を受ける

④発注を受け、
公民館等へ宅配

/持続可能な集落内物流の仕組みづくり

【出典】経済産業省産業構造審議会産業競争力部会資料 (抜粋)

民生委員等 の派遣

医師、看護士、ヘルパー

民生委員等 の派遣

/民 FB5事業者による公共施設の利用

についてのルールづくり
/公民館の使用制限などを設けた

法令 。条例等の運用柔軟化

⑤利用者本人やボ

ランティアが各
自の荷物を
受け取る

攀

′情報共有体制

の整備 (個人

情報保護の

あり方等)

測 銀 整 Q轟

/遠隔医療における医師間の責任分界及び診療報酬のありんの整 IIP

適切な
配食サービ

/多職種間での情報共有の基盤整備 (プライバ シー、

セキ ュリテ ィ、情報閲覧権限の策定 )

/事業継続性を確保するための費用負担等
のビジネスモデルの策定
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第 5期介 護 保 険 事 業 計 画 策 定 体 制 の 例

○  日常            整 備 生星 進 し 【 曇 三 二 坐 の 王壁 と して 、 市 町村 介 護 保 険事業 計 画 の策

定 に当 た って 、 日常 生 五 圏 域 _ご とJこ 二日 常生 活 _圏重 望 金 _(仮コ直 J_猛登置 し、 日常生 活圏 1或 ニ ー X調
査 や 給 付 分 析 等 を 通 じて 把 握 した 地 1或の 諸 課 題 を踏 ま えて 、 サ ー ビスの整 」薦方 針 を 検 討 して い <こ と

が者 え られ る。
○  この _「 ヨ宝 生 活 圏 1或3[会 (仮 秘 )■ l― 、 既 在 の地コ 包 括 支援 セ ンタ ー運 営 協議 会 _1地域 密 着 型 ,_

ビ ス運 営 委 員 2ク 団 体 や 地』 住 民 2参 加 す る ことによ り、 ニ ー ズ |こ量Lした サ ー ビ ス整 備 が回 り

立 二 重 二 塁 も の と考 え られ る 。

都 道 府 県介 護 保 険 事 業 支 援 計画

市 町 村 介 護 保 険 事 業 計 画 策 定委 員 会

【市町村介護保険事業計画を策定】

地 域 包 括 支 援
センター

運 営 協 議 会 等

地 域 密 着 型
サ ー ビス

運 営 委 員 会 等

ゆ

吟

「介 護 保 険 事 業 に係 る保 険 給付 の 円 滑 な実 施 を確保 するため の基 本 的な指 針 」の基 本 的な考 え方 (案 )

I.介護 保険事業計画 に係る保険給 付の円滑な実施を確保するための基本 的な指針 (案)ついて

■ 各 自治体の「第 5期介護保 険事 業計画 」(平成 24～ 26年度 )作成のための基本 的な指針を示すもの 。

※ 今ヽ回の一音B改正 は、現行 の「第 4期介護保 険事 業計画」(平成 21～ 23年度 )作成 のための基本指針の―部改正。

○ 基 本 的 な 考 え方 は 以 下 の とお りで ある。

【基本的事項】.‐  | ・ | ‐

1      1          1      ■ ■  ‐ |‐

●1■■■■■■■|||

嚢:二|||||||||||

|       | |    |   ‐
|‐      ‐

地 域 住 民
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現時点における第 5期介護保険事業 (支援)計画の策定に向けた主な予定は、地方自治体の

事務実施に支障を生 じないこと等に留意のうえ、次のようなスケジュールを考えている。

在

「

′菫 ‐ 月

22年 度

■ O月

■ ■ 月

■ ,2月

■ ,ヨ

2月

3月

23有 三I菫

4月

5月

6月

フ リ呵

8月

9月

■ ()月

■ ■ 月

■ 2́月

■ 月

2月

3月

24年 4月

¬庁 巨三田け 本寸

一
‐
↑

者
「

lヽξ 鷹手り程 国

・ ニ ー ー ズ 調 査 r法 の 成 集 :

‐ 基 本 指 針 の 胃 格 業 の   |

■琵蜃諷税葵鍵翼当
者

|

lサ ー ビ ス 見 込 量 の 設 定 作 業 J

IⅢ

IEI:|〉

導

自鱚5共月プト麗腱C轟碇贅■

「

ヨに言十日田ラヽ タ ーー ト

(注 )あ くまで現時点での予定であ り、今後変更等が あ り得る。
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1.介護療養型医療施設について

○ 療養病床再編成の今後の方針を決定するため、患者の状態像や現場の意向等、実態を把握

することが必要であると判断し、平成 22年 1月 から平成 22年 7月 にかけて、

(1)介護療養病床から他の施設等への転換実績・転換予定

(2)介護療養病床に入院している患者の状態像

等について調査を実施したところ。

○  (1)に ついては、介護療養病床からの今後の転換意向は、「未定」が約 60%、 「医療

療養病床に転換」が約 20%、 「介護老人保健施設へ転換」が約 10°/。であつた。

○  (2)に ついては、介護療養病床の憲者は、医療療養病床の憲者よりも高度な医療を必要

としない「医療区分 1」 の占める害」含が高く、高度な医療を必要とする「医療区分 2」 及

び「医療区分 3」 の害」含が低 <、 介護療養病床と医療療養病床の機能分担が進んでいるこ

とがわかった。

○ これらの調査結果を踏まえ、現在、介護保険部会において今後の方針を検討しているとこ

ろであり、方針が決定され次第、速やかに第 5期中におけるサービスの量を見込むに当た

っての基本的考え力を示す予定である。

(参考)医療区分の比較

医療療養病床

介護療養病床

晰謎

2511看護配置 43.3%

出典 :「 医療施設と介護施設の利用者に関する横断調勤 速報値

28・

|

0%      20%     40%     60%     80%
■医療区分1  □医療区分2 □医療区分3



2.施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たつて参酌すべき標準 (い

わゆる37%の参酌標準)の撤廃について

○ 先般、施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準 (以下「3

7%参酌標準」という。)の撤廃については、「規制・制度改革に係る対処方針」において平

成 22年 6月 18日 、閣議決定されたところである。

○ これを踏まえ、基本指針 (告示)の具体的な改正案を検討し、平成 22年 10月 7日 、ニ

部改正を行つたところ。

○ なお、37%参 酌標準を廃止することになつたが、介護保険制度の基本的考え方として在

宅サー ビスと施設等サービスとのバランスの取れた整備を進めるという方針を変更するも

のではなく、あくまで地方分権の趣旨等を踏まえ、より地域において、その実情に応 じた基

盤整備が責任を持つて行えるようにしたものである。

○ 参酌標準は、市町村が地域の実情等に応 じて実際の介護サービス量等を自らの判断で介護

保険事業計画に定める際の参考とする数値であるため、この数値が廃止されたからといつて、

既に策定されている第 4期介護保険事業計画を直ちに変更する必要はないものと考えてお

り、また国からも市町村の判断事項である第 4期介護保険事業計画の変更を求めるものでは

ない。

・平成 22年 3月 29日

・平成 22年 4月 30日

・平成 22年 6月  7日

・平成 22年 6月 15日

口平成 22年 6月 18日

・平成 22年 10月 7日

内閣府行政刷新会議 第 1回規制・制度改革に関する

分科会の中で検討テーマとして審議

内閣府行政刷新会議 第 2回規制 口制度改革に関する

分科会の中で規制改革事項等が決定

内閣府行政昂1新会議 第 3回規制 口制度改革に関する

分科会で第一次報告書 (規制改革事項等)が了承

内閣府行政届1新会議で規制 口制度改革に関する分科会の第一次

報告書を了承

規制 口制度改革に係る対処方針について閣議決定

基本指針 (告示)の一部改正

‐
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3.施設 :居住系サービスの定員設定と指定拒否の仕組み (以下「総量規制」

という。)について

○ 既に 10月 8日付事務連絡でお示ししたとおり、総量規制の緩禾□については、「新成長戦

B各実現に向けた 3段構えの経済対策」 (平成22年 9月 10曰 閣議決定)における内閣府の

参考資料の中において、今後行政刷新会議規制 。制度改革に関する分科会において引き続き

検討する事項として示されたところである。

○ このことに関して、去る9月 17日の社会保障審議会介護保険部会 (第 32回 )において

御議論がなされ、その中で石川委員 (全国市長会 介護保険対策特別委員会委員長 (東京都

稲城市長))、 藤原委員 (全国町村会長 (長野県川上村長))をはじめ複数の委員から総量

規制堅持の御発言があつたところ。

○ 本事案については、都道府県及び市町村にとつて計画的なサービスの整備と介護保lk~財政

に深く関わる案件であるため、あらためて情報提供するとともに、貴管内の市区 F」J村に対し

ても、その周知方宣 し<お願いする。

○ 今後、内閣府との折衝等、状況の変イヒがあれば実情に応じ適宣情報提供を行う予定。

1111参酌標準

9■ 蒙 ,0辱■ ■111'蓄 昼 墜替 第 110条 に琴 ブ李、 甲 ゲ 定 め る「基 本指 針 ■ にお い て、1各 自治体 が介護 保 険事 業

(支援)計画に定めるサ■ビス見込彙を算定するにあたちての|‐「参酌すべき標準」のことをいう6● |‐ ‐ ■‐‐

|1蓄|||,す11111諄轟  安i五|||||■|
要 介護 認 定 者数 (要介 護 2～ 5)

≦  37%

(参考 1)
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(参考 )

平成 22年 9月 17日

全国市長会介護保険対策特別委員会委員長

稲城市長 石川良―

総量規制の緩和についての反対意見

保険者は、介護保険事業計画において、それぞれの地域で必要な介護サービス量などを見込

み、必要な介護サービスの整備を促進するほか、負担と給付のバランスを考慮 して、介護保険

料を決めている。介護保険法では、介護保険の給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態

となった場合においても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応 じ自立した日

常生活を営むことができるように配慮することとされており、こうした観点から、居宅での生

活が困難となった高齢者のニーズなどを踏まえて、必要な施設サービス量などが見積もられる

ことになる。保険者は、高齢者が安心して地域で暮らし続けることができるように、地域づく

りの観点も視野に入れ、それぞれの地域に適 した介護保険の運営に努力してきたのである。

現在、国においては、介護総量規制の緩和が検討されることになつている。このことについ

て、保険者として強い懸念を持つている。

いわゆる総量規制は、介護保険事業計画に定めた施設定員が既に達 しているなど、必要量を

超過する場合に都道府県知事 口市町村長が指定を拒否できる制度であり、これまで過乗Jな 整備

による給付費の増高を抑制 してきているほか、地域的偏在を防止する効果があつた。保険者機

能を発揮する上で、重要な権限である。

しか し、総量規制が緩和されると、実質上、過剰整備を容認せざるを得ず、施設を中心とし

た介護サービスが特定の地域に偏在 した整備が進むことになる。かつて、土地の価格が安いこ

とから施設の建設が容易な地域に、高齢者ニーズをはるかに越えた整備が進み、極めていびつ

な事態が生じた地域もあつた。地域ごとの高齢者ニーズに即 した、介護保険事業計画を基礎と

する基盤整備が求められているのである。

問題となつているのは、人件費の高さや地価が高いといつた理由で整備がされにくいことで

あつて、総量規制を緩和 したからといつて解決するものではない。安易に総量規制を緩和して、

地域づくりの観点を無視 した量の確保を目指す政策は、保険者として容認できない。

介護総量規制の緩和については、明確に反対である。

Ｄ
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規制・制度改革に係る対処方針を別紙のとおり定める。

(別紙 )

(参考資料)経済対策のとりまとめに当たって検討し、今後行政刷新会議規制・制度改革に関する分科会に

おいて引き続き検討する事項

〈医療・介護〉

介護総量規制の緩和

規制改革事項 ⑭介護施設等の総量規制を後押ししている参酌標準の撤廃

対処方針 参酌標準を撤廃し、第 5期介護保険事業計画 (平成24
～26年度)か ら、各都道府県が地域の実情に応じて策

定可能とする。<平成22年度中検討 口結論、結論を得
次第措置>
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I 調査概要

1 調査目的

日常生活圏域における高齢者の地域生活の課題を探 り、それ らの課題を踏まえた介護保険事

業計画を策定することが求められていることにかんがみ、課題の抽出調査及びデータの分析手

法等についてのモデル事業を実施 し、第 5期 (平成 24～ 26年)介護保険事業計画の適切な

作成に向けた指針に係る基礎情報を得ること等を目的とするc

2 調査概要

(1)調査地域   全国57保険者

(2)調査対象   65歳以上の高齢者 (要支援・要介護認定者を含む。)

(3)調査対象者数 35,910人

①家族・生活状況

②運動・閉じこもり

③転倒

④口腔・栄養

⑤認知機能

⑥日常生活

⑦社会参加

③健康

(4)調査方法   郵送による配布・回収を行つたうえ、補足調査として訪問調査を実施

(一部市町村では、郵送のみの調査を実施)

(5)調査時期   平成22年 5月 14日 ～8月 18日

3 回収結果

(1)調査対象者数 35,910人

(2)有効回収数  30,493人

(3)有効回収率  870% (登米市、名張市、東近江市を除いて算出)

-1-



図表 自の実施状況

都道府県 NO
市町村

(保険者)

郵送

調査期間

補足

調査期間
配布数 (a) 回収数(c) 回収率(c/a)

有効回収数

(d)

有効回収率
(d/a)

北海道 1 福 島町 6/10～ 6/22 7/1-7/9 9550/0 955'

青森県 2 五所川原市 6/25-7/7 7/8-7/23 1,993 1634 820% 1632 81 9)

岩手 県
一 関地 区 5/31-6/18 6/28-7/2 1,408 1342 953% 1338 950'

宮城 県 4 登 米市 8/2-8/13 3/16´‐8/18 937't

秋田県

5 横 手市 6/18～ 6′130 7/1～ 7/5 1000'0 1000'

6
本荘 由利広域

5/20´‐6110 6′
.11～ 6117 1000'c 1000'(

山形県 7 最上町 611-6125 617～ 7 13 2583 2470 956'( 2 95410

福島県 8 西会津町 5/24-6 15 6/18～ 6/24 115 958'( 958%

茨城 県
9 東海村 6/7´-6/28 7/1´-7/12 870,〔 870%

神栖市 6/5-6/15 6/21´-7/7 835': 82600

栃木県 益子町 5/30´‐6/11 6/14-6/18 990% 990'も

群 馬県
渋川市 6/23-7/7 7/14～ 7/23 98001 973't

明和町 6/18-6/30 7/5～ 7/16 996 965% 96291

埼 玉 県 上尾市 5/24～ 6/15 6/17´‐6/24 1000% 100000

千葉 県 浦安市 6/1´-6/22 6/30～ 7/5 1000070 980%

東京都 府 中市 6/22´‐6/30 7/5～ 7/8 950% 950%

新潟県 17 小 千谷市 5/20´-6/15 6/17´-6/24 1000% 10000/0

富山県 砺波市 6/24～ 7/12 7/1-7/20 970% 965%

石川県 津幡町 6/12-6/21 6/24～ 6/29 920% 91 9%

福井県
坂 井 地 区介 護
律 皓 蔵壼 蓮 合

6/16-6/25 7/15´‐7/23 1200 1052 877% 1.051 8760/O

山梨県 北杜市 5/22-6/10 6/14～ 7/2 450 8530/1 844%

長野県 御 代 田町 5/21-6/4 6/11´‐6/31 2,686 2,070 771% 2063 7680/O

岐阜県 岐南 町 5/17-6/11 6/14～ 6/25 1,000 825%

静岡県

富 士宮市 6/21-7/2 7/2～ 7/9 862% 862'

富士市 6/10-6/28 6/29～ 7/2 98007 980'

掛川市 6/7-6/21 6/22～7/6 9o o07 890,

愛知 県

碧南市 6/29-7/13 7/13-7/16 962以 962%

一宮市 5/28-6/7 6/18～ 6/25 950助 950%

高浜市 6/1-6/16 6/22～ 7/1 1,000 902助 89601

二重県

名張市 5/26～ 6/16 6/31´-7/4 607勁 (6070/0

東員町 5/28-6/14 6/14～ 6/30 948) 943%

伊賀市 6/8-6/24 6/25～ 7/9 1000 942 942) 936%

滋賀県 東近 江市 7/28´-8/13 3/14～ 3/18 763)

大阪府 高槻市 6/1´-6/18 6/19～ 6/30 760% 720%

兵庫県 神戸市 6/11-6/25 6/26～7/9 32001 820%

奈 良県 大和高田市 6/29-7/7 な し 1.500 6290/0 629)

和歌 山県 紀 の川市 6/21-7/12 な し 1,986 1.579 795% 1,579 795)

鳥取県

南部箕蚊屋
蔵 壼 違 合

5/21-6/18 6/21-6/28 1,952 97600 1 949 975,

鳥取市 7/7-7/15 7/26～ 7/28 9380/・ 938)

島根県 大 田市 5/29-6/7 6/15-6/22 1444 1367 947% 1,363 944)

岡山県 西粟倉村 5/24-6/4 6/10～ 6/25 977% 129 977,

山 口県 長門市 6/1-6/11 6/14～6/25 100 92001 920'

徳 島県 嗚門市 5/27-6/10 6/8～ 6/30 1.000 890% 883)

香川県 高松市 6/14´-6/24 6/25´‐6/30 600 802% 800'

愛媛 県 松野町 5/20-6/20 な し 100001 200 1000'

福岡県
行橋市 7/1-7/13 7/22-8/2 3.400 2,619 770% 2.593

大牟 田市 6/16-6/25 6/28-7/5 370 925助 368 920%

佐賀県 伊万里市 6/1-6/25 6/28～ 7/2 700シ 700%

長崎県
長崎市 5/17-6/11 6/4-6/18 976) 976%

佐 々町 6/25-7/7 7/9´-7/20 974% 973%

熊本 県

長洲町 6/9-6/16 6/17-6/28 726 1000% 723 9960/0

産 山村 6/21-7/2 6/28～ 7/9 847 845%

錦 町 6/1´‐6/10 6/25～ 7/2 8951/1 8920/O

大分県 日杵市 6/1-6/11 5/25～ 6/18 1,178 1.078 915% 1057 897%

宮崎 県 えびの市 6/1´‐6/30 フ/1´‐7/7 200 200 1000%

鹿児島県 大崎町 5/14～ 6/15 6/15´‐6/30 820% 815物

沖縄 県 今帰仁 村 '6/10´‐6/25 6/17-7/9 891)

総 数 35,910 31,381 874% 30,493 870%

※ 4登 米市 調査終了が遅れたため、今回の報告の対象外とした。

※ 18砺 波市 配布 回収は調査員の訪間により行い、郵送による提出は希望者のみ行われた。

※ 21北杜市 郵送配布分のみの回収率 」76/200=88%、 訪問調査分のみの回収率 203/250=832%

※ 30名 張市 対象者の年齢、要介護認定区分、所得段階のデータが得られていないため、今回の報告の対象外とした。

※ 33東近江市 調査終了が遅れたため、今回の報告の対象外とした。

※ 45松野町 郵送配布分のみの回収率 20/20'10006
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Ⅱ 回答者の属性

1 年齢構成

2 認定状況

4 住宅の所有関係

単位 :人

性 65-69歳 70-74蔚 75-79歳 30～ 84歳 85童塾J 総数

男性
(256。3)

3272
(25616)

3269
(232%)

2956
(160嘔

2,040

(961:

1230
(1000'も

12767

女 性
1207'o)

3665
(22611)

4.001

(21311o)

4151

(17⊆ )。 t)

3169
(1551:

2,140

(1000・ |)

17,726

総 数
(227%)

6937
(238%
7,270

(233%)

7,107

(171%)

5,209

(130111)

3,970

(100.0%

30,493

単位 :人

性 非認定者 総数た

要支援 1 要支援2 要介護 1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

男性
(89.5%)

10,883

(10.5%)

1,279

(2.1%)

255

(22%)

263

(1.9%)

233
(2.1%)

252
(1.1%)

129

(0.7%)

88

(0.5%

59

(100.0°/0

12,162

女性
(81 7%)

13866
(18.3%)

3102
(46%)
776

(46%)
788

(3.3%)

568
(2.6%)

440
(1.4%)

242
(1.0%)

16A
(0.7%

19n
(1000%
1696R

総 数
(85.0%)

24,749

(12.3%

3.575

(3.5%

1,031

(3.6%)

1,051

7%)

801

(2.4%)

692
(1.3%

371

9%

253
(0.6%

182

(100.00/o,

29,130
か つ の

3 所得段階
位 :人

鷲じ|| 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第5段階
～

不明| 1総数|

男性
9%| (6.6%)

844

(145%)

1,848

(140%)

1,784

(59.1%)

7,550

(4. 9% (100.0%)

12,767

女性
(1.6%)

291

(21.6%)

3823
(115%)
2033

(44.2%)

7835
(16.7%)

2964
(4.4%

780
(100.0%)

17.726

総 数
(1.3%:

409

3%

4,667

(127%)

3,881

( 3 1. 5%)

9,619

( 5%)

10,514

(46%
1,403

( 0%:

30,493

単位 :人

7■,|「 借家|‐
1借潤 :そ―の■| 1総類|

男性
(90.4%)

11,538

(5.2%)

661

(1.5%)

190

(3.0%

378
(100.0%)

12,767

女性
(87.7%)

15537
(6.3%)

1113
(2.0%)

353
(4.1%

7,n
(1000%)
17726

総 数
(88.8%,

27,075

(5.8%)

1,774

(18%)

543

6%

1,101

(100.0%;

30,493

5 世帯構成
位 :人

癬 凸 隕 浙 魃
男性

(77%)

978

(34.2%)

4,372

4%)(4. (44.5%)

5,680

(1.7%)

211

(7 6% (1000%)
12.767

女性
(18.5%)

3,88
(20.3%)

3594
(9.4%)

1669
(42.8%)

7593
(2.2%)

387

(6.7%

1.195

(100.0%)

17.72C

総数
(14.0070

4,266

(26.10/0)

7,966

(7.3%)

2,228

(

13,273

5%; (2.00o′

598

( 7.1 %

2,162

(1000%)

30,493
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Ⅲ 調査結果の概要

1機能

(1)項 目別評価結果

生活機能の各評価項目ごとの非該当者 (リ ス

クなし)の割合をみると、要介護・要支援認定

を受けておらず、また二次予防事業の対象にも

ならない一般高齢者でその割合が最も高く、次

いで二次予防対象者、要支援認定者、要介護認

定者の順となつており、それぞれの生活機能の

レベルを反映した結果となつている。
二次予防対象者選定の直接の条件になつてい

ない認知症予防、認知機能、うつ予防、転倒、

閉じこもり予防については、二次予防対象者に

比べて率は低いものの、一般高齢者の中にも該

当者 (リ スク者)が相当数いることがわかる。

(2)総合指標

基本チェックリス トのうつ予防に関する設問

を除 く20間について、各設間で非該当となる回

答をした場合を各 1点 として、その合計得点の

分布を累積相対度数でみると、10点 以下の割合

は、二次予防対象者が300%、 要支援認定者が

65.50/0、 要介護認定者89.5%と なつている。

この基本チェックリス トの得点により、認定

者を含めて高齢者の生活機能のレベルが把握で

きることがわかる。

10点 以下の二次予防対象者については早目の

フォローが、また11点 以上の要支援・要介護認

定者については予防給付などの予防効果の確認

が必要と考えられる。

2日 常生活
(1)老 研式活動能力指標 (IADL)

IADLを 中心とした高齢者の比較的高次の

生活機能の指標として定着 している老研式活動

能力指標 (13項 目)について、その生活機能得

点 (平均)みると、いずれの年代で比較しても
一般高齢者が最も高く、次いで二次予防対象者

要支援認定者、要介護認定者の順となつている。

認定の有無にかかわらず、年齢が上がるほど

その得点は低下しているが、二次予防対象者で

その低下幅が大きくなつている。

図表 生活機能 (非該当・lリ スクなしの割合)
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図表 基本チェックリスト合計得点 (累積相対度数 )
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図表 認定状況別生活機能得点
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(2)日 常生活動作 (ADL)

高齢者の日常生活動作 (ADL)の 状況をみ

ると、「自立」と評価される者の割合は、いず

れの項目でも一般高齢者が最も高く、次いで二

次予防対象者、要支援認定者、要介護認定者の

順となつている。

要介護認定者と二次予防対象者の中間に位置

する要支援認定者についてみると、食事、移動、

整容、 トイレ動作については、いずれも自立の

割合が 9割前後になつている一方、階段昇降、

歩行、排尿についてはそれぞれ356%、 52.0%、

52.9%と 低下しており、日常生活動作の中でも、

比較的早い時期に低下するものとそうでないも

のがあることがうかがえる。

3健 康 口疾病
(1)既往症

疾病の既往症の状況をみると、要介護の原因

となる脳卒中、心臓病、糖尿病、筋骨格系、外

傷、認知症では、認定者の既往率が高くなつて

いる。

要介護の原因疾病の中でも、脳卒中や認知症

などは要介護認定者で既往率が顕著に高くなつ

ている一方、筋骨格系では要支援認定者の既往

率が最も高くなっており、要介護のレベルによ

って原因疾病の構成割合が異なっていることが

わかる。

(2)認知機能の障害程度

回答結果からCPSに 準 じて評価される認知

機能の障害程度区分の分布をみてみると、認知

機能の障害ありと評価される者の割合が最も高

いのは要介護認定者で (76.4%)、 次いで要支援

認定者 (512%)、 二次予防対象者 (38.7%)、 一

般高齢者 (16.20/c)の 順となつている。

CPSで 認知症の行動・心理症状がみられる

のは 3レベル以上といわれており、その割合は、

要介護認定者で41.0%、 要支援認定者84%、
二次予防対象者55%になつている。率では低

いものの、数では二次予防対象者のほうが要支

援認定者より多くなつている。

認知症の既往歴の有無別にこの評価結果の分

布をみると、既往歴ありでは85.3%が、それ以

外では28.3%が障害ありと評価されている。

図表 ADL(評価項目別自立者割合)

(…

100 (96)

図表 疾病の状況 (既往症 )
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図表 認知機能の障害程度別割合 (CPS)
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Ⅳ 評価項目別の結果

1機能

(1)運動器

①該当状況

●基本チェックリス トに基づ く運動器の評価結果をみると、認定者を除 く全体で242%、 男性で

175%、 女性295%が該当者 となつており、男性より女性のほうが、また年齢が上がるほど該当者割合が

高 くなっている。

●二次予防対象者 と認定者について評価結果を比較すると、いずれの年代でも要支援認定者、要介護認定

者のほうが該当者割合が高 くなっている。

●二次予防対象者全体に占める運動器の該当者割合は654%と 、基本チェックリス トの評価項目の中で最

も高 くなつている。

図表 該当者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(%) 性・年齢階級別
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(%) 認定状況・年齢階級別
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要支援(n=2,082)

一

65-69歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳 以上

※認定者を除く。

②回答状況

●評価の基礎になった設間に対する回答結果を認定者 と比較 してみると、認定者の該当率 (感度)が80%
を超える設間が 3間 (問 2-1・ 2、 間3-2)、 非認定者の非該当率 (特異度)が70%を超える設間が 3間 (間

2-2・ 3、 間3-1)と なっており、運動器に関する基本チェックリス トの設間が高齢者の生活機能の レベルを

示す設間として有効なことが うかがえる。

図表 回答結果 単位 :%

※特異度は、非認定者と認定者との比較 (以下同じ)

※※無回答は除いて算出

T非認定者0124,4ヅ組

'1認

定者(■4381)|,

鼈
問2-¬ 階段を手すりや壁をつたわらずに昇つていますか

(いいえ)

437 874
851 1     895

(563)

268      719

間2-2椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって
いますか (いいえ)

238 836 (762)

62 532 81 1 1     858

間2-315分位続けて歩いていますか (いいえ)

212 727
651      796

(788)

86      424

問3-1 この 1年間に転んだことがありますか (はい)

233 552 (767)

108 441 536      567

間3-2転倒に対する不安は大きいですか (はい)

456
263      772

888 (544)

90.1      876



(2)閉 じこもり予防

①該当状況

●基本チェックリス トの閉じこもり予防の該当状況をみると、認定者を除く全体で103%(男 性80%、 女

性122%)と なつており、やはり男性より女性のほうが、また年齢が上がるほど該当者割合が高くなって

いる。

●認定状況別に結果をみると、全体では非認定者より認定者のほうが該当者割合が高くなつているもの

の、85歳 以上では二次予防対象者のほうが要支援認定者よりも高くなっているc比較的生活機能が高い一

般高齢者でも該当者割合は47%と なつている。

図表 該当者割合 (性・年齢階級別、認定状況コ年齢階級別 )

(0/o)
性。年齢階級別

60

―
女性(n=13,866)

―
男性(n310,883)

70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳以上

~「
要介護(n=2.299)

…4-要 支援(に 2,082)

~予 防(n=9,169)

―
―-10`n二 1

認定状況・年齢階級別

65-69歳  7074歳  75-79歳  80-84歳 85歳以上

※認定者を除く。

②回答状況

●評価の基礎になつた設間に対する回答結果を非認定者と認定者で比較 してみると、認定者の該当率は

333%、 非認定者の非該当率は89.6%と なつてお り、認定状況をある程度反映 している。

●関連する設間の回答をみると、閉 じこもり要因の参考となる5m歩行の可否については、認定者では

316%で、閉 じこもりの該当率に近 くなっている一方、非認定者では37%と 、閉 じこもりの該当率

(104%)に 比べてかな り低 くなつている。認定者では身体的な要因、非認定者ではそれ以外の要因によ

る閉 じこもりが多いことが うかがえる。

●外出目的別では、買物や趣味等で認定者と非認定者の差が大きくなつている。

図表 回答結果 単位 :%

111フト蔵l足濯i(|=24認49〉事 ♯認定者 KFl豪彙381■蝶|

鰊
間2-5週に1回 以上は外出していますか (いいえ)

104 (896)

48 1     199 272      389
>

問2-45m以上歩けますか (いいえ)

316
211     411

(963)

08

問2-6昨年と比べて外出の回数が減つていますか (はい)

646 (683)

604

間2-8外出する頻度はどのくらいですか

①買物 (週 1日 未満)

160 (340)

109 1     250 ”
ｉ

問2-8外 出する頻度はどのくらいですか

②散歩 (週 1日 未満)

496 (81 3)
う
０ 419 ‐     579

問2-8外出する頻度はどのくらいですか

③通院通所 (週 1日 以上)

359
321 404 658

間2-8外出する頻度はどのくらいですか
④趣味等 (週 1日未満)

74.7

653 ‐     843
(677)

253 454



設 間 選択肢 一般 二次予防 要支援 要介護

間2-7外出を控えている理由は、次のどれですか

病 気 20 101 249
障 害 03
痛み 461 656 463
イレ 14 94 199

耳の F 94
目の F 90
外 の楽 しみ

経済的に 50 30



(3)転倒
①設間と評価

●今回の調査では、基本チェックリス トの結果に基づく運動器の機能の評価に加え、転倒リスクについて

も別に評価ができるよう、設間が設けられている。

●具体的には、杏林大学の鳥羽研二教授により開発された簡易式の転倒チェックシー トの設間で、調査票

の間 3-1・ 3～ 5、 間8-3の 5間である (設間の表現については、その趣旨を変えない範囲で一部修

正 )。

●内容 としては、転倒経験 (基本チエック リス トと重複 )、 背中の形状の変化、杖の使用、歩行速度、薬

の多剤服用の有無 となつている。

●評価 における各設間に対する配点は下の図表のとお りであ り、転倒経験が 5点、その他が各 2点 で、13

点満点のスコアとして評価が可能である。

●スコアの評価としては、カットオフポイント6/7点で転倒予測の尺度として実用的とされているが、今回

は介護予防も前提に6点 以上を転倒リスクありとして評価している。

図表 転倒リスクの評価方法

間1番号 設|1間 配点と選択肢

間 3-1 この1年間に転んだことがありますか 5:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間3-3 背中が丸くなつてきましたか 2:「 1 はい」 0:「 2 いいえ」

間 3-4 歩く速度が遅くなってきたと思いますか 2:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間3-5 杖を使つていますか 2:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間 8-3 現在、何種類の薬を飲んでいますか 2:「 55種 類以上」 0:1～ 4または6

★6点以上でリスクあり

②リスク状況

●転倒の リスク者割合をみると、認定者も含む全体で301%(男性239%、 女性346%)で、男性より女

性のほうが、また年齢が上がるほどリスク者割合が高 くなつている。

●認定状況別にみると、要介護認定者より要支援認定者のほうが リスク者割合が高 くなつている。二次予防

対象者では年齢が上がるとともにリスク者割合が急激に高 くなつており、85歳以上では要介護認定者より

もリスク者割合が高 くなっている。

図表 リスク者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

―
女性(F17,726)

―
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③回答状況

●評価の基礎になつた設間に対する回答結果をみると、認定者の該当率が60%を超える設間が 3間 (問 3-3

～5)、 非認定者の非該当率 (特異度)が60%を超える設間が 4問 (問 3-1・ 3・ 5、 間8-3)あ り、それぞれ

の生活機能 レベルを反映した結果となっている。

図表 回答結果 単位 :%

設間 (該 当する回答 )

非認定者(n=24,749)

一般   二次予防

(n=15,580)|(n=9,169)

認定者 (n二 4,381)

要支援   要介護
(n=2082)   (n=2.299)

特異度

間31 この 1年間に転んだことがありますか (はい)

233
108      44_1

552
536      567

(767)

問3-3背中が丸くなってきましたか (は い)

353
251 1     524

652
650      655

(647)

間3-4歩く速度が遅くなってきたと思いますか (はい)

617
474       858

899

924      873
(383)

間3-5杖を使つていますか (はい)

146

54 
‐
     300

678
748      607

(854)

問8-3現在、何種類の薬を飲んでいますか (5種類以上)

231

139

493
566      486

(769)



(4)栄養

①該当状況

●基本チェックリス トに基づく栄養改善の該当状況をみると、認定者を除 く全体で13%(男 性13%、 女

性14%)が 該当者 となつており、該当者割合は他の項目に比べて非常に低い。年齢が上がるほど該当者割

合が高 くなつている一方、男女差は小さな項目となつている。

●二次予防対象者 と認定者について評価結果を比較すると、要支援認定者 (39%)と 二次予防対象者

(36%)で は該当者割合にほとんど差がない結果となつている。

●二次予防対象者全体に占める栄養の該当者割合は低 く、介護予防事業では対象者を個別にフォローする

訪間型の介護予防事業が中心になるものと考えられる。

図表 該当者割合 (性・認定状況口年齢階級別 )

性・年齢階級別

―
女性(n=13,866)

一
男t生 (n=lo,883)

11

65-69膚驚   70-74清詭 75-79歳  80-84歳  85歳 以上

―●―要介護(n=2,299)

― 要支援(n=2,082)

認定状況・年齢階級別

6569歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳以上

②回答状況

●評価の基礎になった設間に対する回答結果を認定状況別に比較 してみると、各設間における認定者の該

当率は低いものの、非認定者に比べるとかな り高 くなつており、高齢者の生活機能の レベルに関連する指

標 として有効なことがうかがえる。

●関連する設間の食事動作については、認定者と非認定者で回答結果に差がみ られる。

図表 回答結果 単位 :%

■,「認
=者

(■24J■9海 11“||:融足‐看(|14301滉I

躙臨 鰈
間4-1 6カ 月間で2～ 3kg以 上の体重減少がありましたか

(はい)

146 293 (854)

229

間4-2身長、体重 (BMI=体 重/(身長 ×身長)く 185)
70 171

135 1     207
(930)

104

< 問 >
間6-6食事は自分で食べられますか

(「 一部介助があればできる」または「できない」)

220
78      349

(989)

02

12



(5)日 1空

①該当状況

●基本チェックリス トに基づく口腔に関する評価結果をみると、認定者を除く全体の該当者割合は216%
(男性216%、 女性217%)と なつており、年齢が上がるほどその割合は高 くなつているものの、栄養と

同様、男女差は比較的小さな項目となっている。

●二次予防対象者 と認定者の該当者割合を比較すると、二次予防対象者589%に 対 し、要支援認定者

509%、 要介護認定者523%と 、二次予防対象者が最も高 くなっている。

●二次予防対象者全体に占める口腔の該当者は、運動に次いで多く、介護予防事業では通所型の事業が中心に

なると考えられる。

図表 該当者割合 (性・認定状況・年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別

80

―
女性(n=13.866)

―
男性(n=lo,883)

137

12

65-69歳  7074歳  7579歳  8084歳  85歳以上

認定状況・年齢階級

―●―要介護(n・ 2,299)

― 要支援(n・ 2,082)

―
予防(n=9169)

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-84歳 85歳以上

※認定者を除く。

②回答状況

●評価の基礎になった設間に対する回答結果を認定者 と比較 してみると、各設間における認定者の該当率

は494%～ 657%、 非認定者の非該当率は628%～ 788%と 、高齢者の生活機能の レベルを示す指標とし

て有効なことが うかがえる。

●関連する設間についてみると、間 4-3は 、内容的に問 4-4と 重なることもあり、ほば同様な結果と

なっているが、間 4-フ ～ 9については、認定者と非認定者で顕著な差はみ られない。

図表 回答結果 単位 :%

ど,,F留譲定月野(■■24「749)== 轟静認定]岳旨(h14i381)11‐ 11

蹂
間4-4半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか

(はい)

372
206 1     64_8

657
632 1     681

(628)

間4-5お茶や汁物等でむせることがありますか (はい)

212
75 1     44.3

494 (788)

455 1     53_0

間4-6日 の渇きが気になりますか (はい)

253
8.7 1     529

496 (747)

503      489
<関連設間>

間4-3固いものが食べにくいですか (はい)

454 745
702      784

(546)

317 1     68_5

間4-7歯磨きを毎日していますか (いいえ)

102
89 1     122

213 (898)

122 .     297

間4-8定期的に歯科検診を受けていますか (い いえ)

745 (255)

716 1     795 844 1     876

間4-9定期的に歯石除去や歯面掃除をしてもらつていますか

(いいえ)

781 886 (219)

749 1     835 874 1     897
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(6)認知

①該当状況

●基本チェックリス トにおける認知症予防の該当状況をみると、認定者を除く全体で3990/0(男性

413%、 女性387%)と なっており、やはり年齢が上がるほど該当者害1合が高くなっているものの、男女

差は比較的小さくなつている。

●認定状況別にみると、要支援認定者と二次予防対象者で該当者割合にあまり差がないことが特徴的に

なっている。

図表 該当者割合 (性 8年齢階級別、認定状況 '年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

|

―
女性(n=13,8661

-男
性(n=lo,883)

‐――――――
■70~~~~¨

‐~・

549

∞ |

414

(%) 認定状況・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

741

589

611

343

711

672

392

511

504

65-69歳  70-74歳  75-7 85歳 以上

―

「

要介護(n=2,299)

― 要支援(n=2.082)

― 予防(n=9,169)

※認定者を除く。

②回答状況

●設間に対する回答結果を認定者と比較してみると、認定者の該当率は478%～ 59.5%、 非認定者の非該

当率は738%～902%で、高齢者の生活機能のレベルを示す指標として有効なことがうかがえる。要支援

と要介護の認定者で該当率に大きな差があることが特徴的になつている。

●関連する設間である認知症の既往歴については、認定者と非認定者で既往率に大きな差が出ており、特に

要介護認定者の既往率が高くなっている。

<関連設間>

単位 :%

お蒻「認定者(|124749ド :1継|:認

=斉
轟等 針凄語

間5-1 周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがある

と言われますか (は い)

560
432      680

(781)

134 364

間5-2自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていま

すか (はい)

98~~ 6:41   
可3:6

478
687

(902)

問5-3今日がイ可月何 日かわからない時がありますか (は い)

262
184 1     392

(738)

466 1     713

間1-6これまでにかかつた病気はありますか (認知症)

0.6 16_4

43 1     27302 14

間8-2現在治療中の病気はありますか (認知症 )

0.6 132
36      220021
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③認知機能障害程度(CPS)
・設間と評価

図表 認知機能の障害程度の評価方法

●今回の調査には、認知機能の障害程度の指標として有用とされるCPS(Cognttve PerFormance Scale)に 準

じた設間が含まれている。

●設間としては調査票の間 5-4～ 6及 び問 6-6で 、内容的には要介護認定調査の主治医意見書欄にある

内容である。

●本来は観察者による評価がされることによ り客観的な指標となるが、今回は自記式の調査ではあるもの

の、下図にあるように比較的簡易に認知機能の障害程度の評価が可能であることから、調査票に盛 り込ま

れている。

●設間に対する回答内容により、 Oレベル (障害なし)か ら6レベル (最重度の障害がある)までに評価

が可能 となっている。

間5-5その日の活動 (食事をする、衣月風を選ぶなど)を 自分で判断できますか

1_困難なくできる
2 いくらか困難であるが、できる
3判 断するときに、他人からの合図や見守りが必要

4ほとんど判断できない

該当な

以下の該当項目数をカウント

間5-45分前のことが思い出せますか
2いいえ

間5-5その日の活動を自分で判断できますか

2いくらか困難であるが、できる
3判断するときに、他人からの合図や見守りが必要

間5-6人に自分の考えをうまく伝えられますか

2いくらか困難であるが、伝えられる
3あまり伝えられない

4ほ とんど伝えられない

1項 目該当
2項 目以上該当

以下の該当項目数をカウント

問5-5その日の活動を自分で判断できますか
3判断するときに、他人からの合図や見守りが必要

間5-6人に自分の考えをうまく伝えられますか

3 あまり伝えられない

4ほとんど伝えられない

該当なし 1   1項 目該当 1   2項 目該当 問6-6食事は自分で食べられますか

できる
一部介助が

あればできる 3できない

0レ ″ヾル

障害なし

1レベル

境界的
である

2し″ベル

軽度の

障害がある

3レベル

中等度の

障害がある

4し″ベル

やや重度の

障害がある

5し′′ベル

重度の

障害がある

6レベル

最重度の

障害がある
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④リスク状況

●評価結果をみると、 1レベル以上の障害程度 と評価されるリスク者の割合は、全体で300%、 男性

309%、 女性294%で、男女ではほとんど差がない結果となつた。年齢別にみると、やはり年齢が上がる

ほどリスク者割合が高 くなっている。

●基本チェックリス トの認知症予防に関する各設間の該当項目数 ごとに、障害程度区分男1の 構成割合をみ

ると、該当項目数が多くなるほど2レ ベル、 3レベル以上が多くなつている。認知症予防の評価で 3項 目

該当する場合は、90%以上が 1レ ベル以上の認知機能の障害あり (不 明を除 くc)と いう結果となってい

る。

図表 障害程度区分別割合 (性・年齢階級別 )

性・年齢階級別

0        10       20       30       40       50       60       70       80       90       100

DO:障 害なし 01:境 界的 口2:軽 度 ●3～ :中 等度以上 口不明

男性   7579歳

言十(n=12,767)

111111,″t

女性   75-79歳

計 (n二 17,726)

紹ゝり敦(N=30,493)

図表 障害程度区分別割合 (認知症予防該当項目数別 )

認知症予防該当項目数別

30       40       50       60

該当なし(n=15,667)

1項目該当(n=7,981)

2項目該当(n=3,904)

3項目該当(nこ 1,881)

00:障 害なし ●1:境界的 口2:軽度 口3～ :中 等度以上 ●不明

※認知症予防判定が不明な者を除く。
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●認定状況別にリスク者割合をみると、要介護認定者が764%で 最も高 く、次いで要支援認定者

(511%)、 二次予防対象者 (386%)、 一般高齢者 (162%)の順となっている。認知症予防の評価結果

と同様、要支援認定者と二次予防対象者の差が比較的小さくなつている。

図表 リスク者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(Oo,
性・年齢階級別

100

80

60

40

6569歳  7074歳  7579歳  8084歳  85歳以上

t9る リ
認定状況・年齢階級男1

|=軍禽記ず 二 重話副調「
|

事 駕 4M I-1

65-69歳  7074歳  7579

100

80

60

40

20

0

れ_……ヽ_か___き ″́″́″
1■

355      375

⑤回答状況

●設間に対する回答結果を認定状況別に比較 してみると、認定者の該当率が50%超 えている設間が2問 (間

5-5・ 6)、 非認定者の非該当率が80%を超えている設間が4間 となつている。各設間とも要介護認定者と要支

援認定者で該当率に大きな差がみ られる。

図表 回答結果 (認知機能障害 ) 単位 :%

|■
一
■

■

■
■
■
・

■ⅢII,

|,F高 ]長E者(n=24,49)| 冨忍層]i百 (n■4,38り

1謗.=.薦通.

問5-45分前のことが思い出せますか (いいえ)

102
77 1     144

352 (898)

5      479

問5-5その日の活動を自分で判断できますか
(いくらか困難であるができる～ほとんど判断できない)

122
54 1     239

611

42.5      782

(878)

間5-6人に自分の考えをうまく伝えられますか

(いくらか困難であるが伝えられる～ほとんど伝えられない)

566
427 .     694

(827)

301

問6-6食事は自分で食べられますか

(一 部介助があればできる、できない)

220
78      349

(989)

02 1      25

17



(7)うつ予防

①該当状況

●基本チェックリス トにおけるうつ予防の該当状況をみると、認定者を除 く全体で256%(男性246%、

女性264%)と なつており、年齢が上がるほど該当者割合が高 くなっているものの、男女差は比較的小さ

くなつている。

●認定状況別にみると、一般高齢者141%、 二次予防対象者456%、 要支援認定者595%、 要介護認定者

537%と 、要支援認定者のほうが要介護認定者より該当者割合が高 くなつているが、これは要介護認定者

の一部無回答による不明が要支援認定者より10ポイン ト以上高いことが影響 しているものと考えられる。

●うつ予防についても、二次予防対象者と要支援認定者で該当者割合に大きな開きはみられない。

図表 該当者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

―
女性(n・ 13,866)

―
男性(n=lo,8831

6569歳  7074歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

―●―要介護(n=2,2991

-要 支援(n・ 2,082)

~予 防(n=9,169)

― e― _

594 610

6

認定状況・年齢階級別

65-69歳  70-74歳  75-79歳  8084歳 85歳以上

※認定者を除く。

②回答状況

●設間に対する回答結果をみると、認定者の該当率は438%～ 632%、 非認定者の非該当率は713%～
869%で、高齢者の生活機能の レベルと関連する指標 として有効なことがうかがえる。一般高齢者と二次

予防対象者で該当率に比較的大きな差があることが特徴的になつている。

●関連する設間として主観的健康感についてみると、認定者では「 (あ まり)健康でない」との回答が

673%(不健康群)、 非認定者で「 (と ても・まあまあ)健康である」 との回答が754%(健康群)と

なつている。

図表 回答結果 単位 :%

間8-7(ここ2週間)毎 日の生活に充実感がない (は い )

問8-8(ここ2週間)これまで楽しんでやれていたことが楽しめな

くなつた (はい)

間8-9(ここ2週間)以前は楽にできていたことが、今ではおつく

うに感じられる (はい ) 143 1     483

(732)

間8-10(ここ2週間)自 分が役に立つ人間だと思えない (はい)

202
132 1     322

間8-11(ここ2週間)わけもなく疲れたような感じがする (は い)

287
16.7 1     493 587 1     579

129 1     44.5

673
66.4 1     682

間8-1 普段、ご自分で健康だと思いますか

(あまり健康でない、健康でない)
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●基本チェックリス トで、うつ予防に関する 5項 目を除いた20項 目中、10項 目以上が該当した場合、二次

予防該当者 となる (虚弱)。

●この該当者割合をみると、認定者を除 く全体で113%(男 性97%、 女性126%)で 、年齢ととともこの

割合が高 くなつている。

●認定状況別にみると、二次予防対象者306%、 要支援認定者610%、 要介護認定者845%と なつてい

る。

図表 該当者割合(性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(8)虚弱

①該当状況

性・年齢階級別

―
女性(n・ 13.866)

―
男性(nこ lo,883)

65-69歳  7074歳  75-79歳  80-34歳  85歳 以上

※認定者を除く。

②回答状況

●20項 目の うち、他の評価項目に含まれない 5項目についてそれぞれの回答結果をみてみると、一般高齢

者、二次予防対象者、要支援認定者、要介護認定者で該当率に顕著な差がみ られる。

●認定者の該当率は66.0%～ 856%、 非認定者の非該当率は701%～ 827%で 、これ らの設間が高齢者の

生活機能 レベルを示す設間として有効なことがわかる。

図表 回答結果 単位 :%

(%) 認定状況・年齢階級別

65-69歳  70-74歳  7579歳  8084歳 85歳以上

100

80

60

40

20

0

―

「

要介護(n=2.299)

― 要支援(n=2,082)

声 摯
一

,:::

認l,言羅i(|14:181)1尊|

間6-1 バスや電車で一人で外出していますか

(「 できるけどしていない」または「できない」)

245 856
752      949

755

152 1     402

問6-2日 用品の買物をしていますか
(「 できるけどしていない」または「できない」)

180 779 820

104 1     309 625 1     916

問6-5預貯金の出し入れをしていますか

(「 できるけどしていない」または「できない」)

221

170 1     307

702
495 1

一
〇

一
８

779

間7-5友人の家を訪ねていますか (いいえ)

299

22.1       433

799
692 1     896

間フー6家族や友人の相談にのつていますか (いいえ)

66_0

110      280 511 1     794
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③基本チェックリスト得点

●この基本チエックリス ト20項 目について、それぞれ該当しない回答をした場合を 1点 として、その合計

得点の平均を求めたのが下の図表となっている。男女とも年齢が上がるほど平均得点が下がつているが、

女性のほうがその低下幅が大きくなっている。

●認定状況別にみると、最も高いのが一般高齢者で、次いで二次予防対象者、要支援認定者、要介護認定

者の順で、それぞれの生活機能のレベルを反映した結果となつている。

●20項 目すべてに回答のあつた者のこの得点の相対度数分布をみると、要介護認定者で 4点 、要支援認定

者 9点 、二次予防対象者14点 、―般高齢者19点 がそれぞれ分布のビークになつている。

図表 基本チエックリスト平均得点

性・年齢階級別

― 女性(n二 17,726)

―
男性(n=12767)

65-6effi 70-74ffi, 75-7sffi, 80-84ffi 8sffiD,lJ

~「
要介護(n=2.299)

―
要支援(n=2,082)

―●―予防(n=9,169)

認定状況・年齢階級別

6569歳  70-74歳  75-79歳  80-84歳 85歳以上

図表 基本チェックリスト得点の相対度数分布 ・

14   15   16   17   18   19   20

―●―要介護(n=1,271)

―
要支援(n・ 1,241)

― 予防(nE5,907)
十 一

128八 123
112     108
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(9)二 次予防対象者

①該当状況

住宅の所有関係別

65-69歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳以上

―◆―持家(n=22,184)

―■― 借 家 (n=1389)

●二次予防対象者については、運動、日腔など、複数の評価項目で重複 して該当している場合があるた

め、こうした重複を除いて該当者害1合 を求めたのが下の図表となっている。

●該当者害1合は、認定者を除く全体で370%(男 性322%、 女性409%)で、女性のほうが高くまた年齢

が上がるほどその差が開 く傾向がみ られる。

●所得段階別では第 5段階以上で、住宅の所有関係別では持家で、世帯構成別では夫婦二人暮 らしで、そ

れぞれ該当者割合が低 くなっており、こうした属性をもつ高齢者では比較的生活機能が高い高齢者が多い

ことがうかがえる。

●逆に所得段階が第 4段階以下、借家、配偶者以外と二人暮 らしといつた高齢者では生活機能の低下 して

いる高齢者が多いことが うかがえる。

該当者割合 (性別、所得段階別、世帯構成別、住宅の所有関係別 )

(%) 性 別

100

80

60

40

20

0

―
女性 (n・ 13,866)

―
男性(n=lo,883)

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

※認定者を除く。

(%) 所得段階別

100

80

60

40

-1～ 3段階(n=7.127)

-4段 階(n・ 7.987)

―

65-69毒
=  70-74痣

笠  75-79揚能  80-34慮モ  85涛
=ル

ス」L

世帯構成別

67
66

580

6569歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳以上

―
一人暮らし(n=3,347)

― 夫婦二人(n=7.342)

-0-他 二人(n=1,846)
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2日 常生活

(1)手 段的自立度(IADL)
①評価結果

●本調査では、高齢者の比較的高次の生活機能を評価することができる老研式活動能力指標に準 じた設間

が設けられている (問 6-1～ 5、 間7-1～ 6・ 8・ 9)。

●このうち、手段的自立度 (IADL)に ついては、各設間に「できるし、 している」または「できるけ

どしていない」と回答 した場合を1点 として、5点 満点で評価 し、5点 を「高い」、4点 を「やや低い」、3点

以下を「低い」として評価 している。

●4点 以下を低下者とした評価結果をみると、70歳代までは男性のほうが低下者割合が高 くなっているが、

80歳 以上では逆に女性のほうが高 くなっている。

●認定状況別にみると、やはり最も低下者割合が最も高いのは要介護認定者で、次いで要支援認定者、二

次予防対象者、一般高齢者の順となつている。

図表 低下者割合 (性 口年齢階級別、認定状況。年齢階級別)

(0/o)
性・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

一
女性(n=17,726)

一
男性ln=12,767)

65-69歳  7074歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

(0/o)
認定状況・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

65-69歳  70-74歳  7579歳  80-84歳  85歳以上

―■―要介護(n=2,299)~要 支援(n=2

―
予防(n=9169) ~0~一 般(n=15580)

６７　
メ
４７

②回答状況

●評価の基礎 となつている 5項 目についてそれぞれの回答結果をみてみると、一般高齢者、二次予防対象

者、要支援認定者、要介護認定者でその回答結果に顕著な差がみ られる。

●非認定者の得点カウン トする選択肢を選んだ割合 (カ ウン ト率)は915%～ 955%、 非認定者のカウン

ト率は25.40/o～ 492%で 、これ らの設間が高齢者の生活機能 レベルの指標 として有効なことがうかがえ

る。

●老研指標は本人ができるかどうかという能力に関する設間であるが、一部設問内容が重複する基本

チェック リス トは実行状況に関する設間になつている (問 6-1・ 2・ 5が重複 )。 手段的自立度に関する設間で

能力と実行状況の差をみると、食事の用意について非認定者でその差が25.0%と 比較的大きくなつてい

る。

図表 回答結果 単位 :0/o

254
407 1     118

問6-1 バスや電車で一人で外出していますか

(「 できるし、している」または「できるけどしていない」)

915
976 1     81 1

間6-2日用品の買物をしていますか

(「 できるし、している」または「できるけどしていない」)

639 1     187
間6-3自分で食事の用意をしていますか

(「 できるし、している」または「できるけどしていない」)

915
953 ‐     85.0

492~~万
3百 1 ~~Z菫了

間6-4請求書の支払いをしていますか

(「 できるし、している」または「できるけどしていない」)

間6-5預貯金の出し入れをしていますか

(「できるし、している」または「できるけどしていない」)
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設間 (回 答)

非認定者(n=24,749) 認定者(n=4,381)

‐ ■般 |二次予防
(h=15,580)|(n=9,169)

要支援|: 要介護
(h=2,082) |(n=2,299)

間6-1 バスや電車で一人で外出していますか

(できるけどしていない)

159
128     213

110

159      67
間6-2日用品の買物をしていますか

(できるけどしていない)

131

95      194

157

210   110
間6-3 自分で食事の用意をしていますか

(できるけどしていない)

250
258      237

121

169       78

間6-4請求書の支払いをしていますか
(できるけどしていない)

157
139     188

146

181      116

間6-5預貯金の出し入れをしていますか
(できるけどしていない)

166
149     195

167

207       130

図表 回答結果 (能力と実行状況の差 ) 単位 :%

(2)生活機能総合評価
○生活機能低下者割合

●この手段的自立度に、知的能動性、社会的役割を加えた老研指標13項 目での評価結果は、以下のとおり

となっている。評価は、13点 満点で評価 し、11点 以上を「高い」、9、 10点 を「やや低い」、8点 以下を

「低い」として評価 している。

●10点 以下を低下者とした結果をみると、70歳代前半までは男性のほうが低下者割合が高 くなつている

が、70歳の後半か らは逆に女性のほうがその割合が高 くなっている。

●認定状況別にみると、やはり最も低下者割合が最も高いのは要介護認定者で、次いで要支援認定者、二

次予防対象者、一般高齢者の順 となつている。

図表 生活機能低下者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(%) 性・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

―
女性(n・ 17,726)

―
男性(n・ 12,767)

65-69歳  70-74歳  75-79歳  8084歳 85歳以上

(%) 認定状況・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

847

743

639
578 522

52

259

―

「

要介護(n=2,299)― 要支援(n=

169)   ~― 般(n=15580)
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(3)日 常生活動作(ADL)

①設間と評価

図表 ADLの評価方法

●今回の調査では、認定者が調査対象に含まれていることもあり、日常生活動作 (ADL)に 関する設間

項 目として含まれている。

●内容としては、食事、移動、整容、 トイレ動作、入浴、歩行、階段昇降、着替え、排便、排尿の10項 目で

(問 6-6～ 16)、 ADL評 価指標 として広 く用いられているバーセルインデックスに準 じた設間内容となって

いる。

●各設間ごとの配点は、バーセルインデックスの評価方法に従つて、各設間で自立を5～ 15点 とし10項 目の合

計が100点満点となるよう評価 している。

問番号 項 目 酉己メミ 選択肢

問 6-6 食 事
０

　
５

　

０

「1 できる」
「2-部 介助 (おかずを切つてもらうなど)があればできる」

「3.できないJ

間 6-7 ベッドヘの

移動

15

10

5

0

「1.受けない」

「2-部 介助があればできる」

「3.全面的な介助が必要」

(問 6-8の 回答が「1.できる」「2支 えが必要」の場合 )

「3全 面的な介助が必要」

(間 6-8の 回答が「3できないJの場合 )

問 6-9 整 容
５

　

０

１

２

できる」
一部介助があればできる」または「3.できない」

問 6-10 トイレ ０

　

５

　
０

１

２

３

できる」
一部介助 (他人に支えてもらう)があればできる」

できない」

問 6-11 入 浴
５

　

０

「1.できる」
「2-部 介助(他人に支えてもらう)があればできる」または「3.できない」

問6-12 歩行
５

０

０

１

２

３

できる」

一部介助 (他人に支えてもらう)があればできる」

できないJ

問 6-13 階段昇降 ０

５

０

「1 できる」
「2介助があればできる」
「3.できない」

問 6-14 着替え ０

５

０

「1 できる」
「2、 介助があればできる」
「3できない」

間6-15 排便
０

５

０

「1 ない」
「2.ときどきある」
「3.よくある」

問 6-16 排 尿
０

５

０

１

２

３

ない」
ときどきある」
よくある」
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②評価結果

●ADLの 合計得点の平均値を、性別、認定状況別にみると、80歳以上、特に女性で平均得点が低下して

いる。

●認定状況別では、要介護認定者の平均得点が60点前後、要支援認定者が80点台の前半と、認定者で機能

低下が顕著になっていることがわかる。70歳代までは―般高齢者と二次予防対象者でADLの 平均得点に

大きな差がみられない。

図表 ADL平 均得点 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

性・年齢階級別

70-74指モ  75-79島霊  80-34島覧  85農籠,ス _L

―●―女性(n=15.529)

―
男性 (n=11

認定状況・年齢階級別

一
一般 (n・ 13.925)

―
予防(n=7,963)

― 要支援(n=1,737)

65-69歳  7074歳  7579歳  80-84歳  85歳以上

※10間全間に回答のあつた者の平均

③ADL得点累積相対度数

●ADL合 計得点について、関連する設問すべてに回答のあつた者について、認定状況別に累積相対度数

をみてみると、要介護認定者では高得点から低得点まで得点が分散 しているため、ほぼ直線状の分布と

なつている一方、二次予防対象者、一般高齢者では95点以上が過半数を占めるため、 L字型の分布となっ

ている。要支援認定者はその中間に位置 している。

図表 累積相対度数

~要 介護(n・ 1,977)

―
要支援(n・ 1,737)

~予 防(n=7,963)

―
―-00(n=1

132 158

鍋
"ず lr,1 9ζ qtゝl肝ζ kl当

※ADLに関連する全設間に回答した者のみ
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④回答状況

●ADLに 関する各設間に対する回答を認定の有無別にみると、自立の割合の差が大きいのは、階段昇

降、歩行、入浴、排尿、排便など、比較的差が小さいのは トイレ動作、食事、整容、ベッドヘの移動に

なつている。

●比較的軽度の要支援認定者について自立の割合をみると、階段昇降 (378%)、 排尿(549%)、 歩行

(551%)な どで低くなつており、高齢者ではこうした動作から機能低下が始まっていることがうかがえ

る。

図表 回答結果 単位 :%

設間(自 立と評価できる回答)

非認定者(n=24,749)

一般  |二 次予防
(n=15,580)|(n=9,169)

認定者(n=4,381)

要支援 1 要介護
(n=2082)   (n=2.299)

差

間6-6食事は自分で食べられますか (できる)

989
998      975

780
922      651

問6-7寝床に入るとき、何らかの介助を受けますか

(受 けない)

988
998 1     97_2

733

913      570
255

問6-8座っていることができますか (できる)

930
970 1     862

663
709      622

問6-9 自分で洗面や歯磨きができますか (できる)

992
999 1     980

765
945      600

間6-10 自分でトイレができますか (できる)

994
999 1     983

795
965      639

間6-11 自分で入浴ができますか (できる)

983 490
722      279998 1     95.7

間6-1250m以上歩けますか (できる)

947

992      869
423

551       308

524

問6-13階段を昇り降りできますか (できる)

920
987 1     807

281

378      194

間6-14自 分で着替えができますか (できる)

989 694
907      502

295

999      971

問6-15大便の失敗がありますか (ない)

948
984      887

554 394

719      401

間6-164ヽ 便の失敗がありますか (ない)

880
949 1     76.3

422
54.9 ‐

一
２

一
〇
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3社 会参加

(1)知 的能動性

①評価結果

②回答状況

●評価の基礎となっている4項 目についてそれぞれの回答結果をみてみると、一般高齢者、二次予防対象

者、要支援認定者、要介護認定者でその回答結果に顕著な差がみられる。

●非認定者のカウント率は717%～ 891%、 非認定者のカウント率は320%～ 572%で、これらの設間が

高齢者の生活機能 レベルの指標として有効なことがうかがえる。

図表 回答結果 単位 :%

●老研式活動能力指標には、高齢者の知的活動に関する設間が4問設けられ、「知的能動性」として尺度

化されている (問 7-1～ 4)。

●評価は、各設間に「はい」と回答した場合を1点 として、4点満点の4点 を「高い」、3点 を「やや低

い」、 2点以下を「低い」と評価 している。

● 3点以下を低下者とした評価結果をみると、60歳代までは男性のほうが低下者割合が高くなっているも

のの、70歳 以上では逆に女性のほうが高くなっている。

●認定状況別にみると、やはり最も低下者割合が最も高いのは要介護認定者で、次いで要支援認定者、二

次予防対象者、一般高齢者の順となっている。

図表 低下者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

―
女性(n=17.726)

―
男性(n・ 12,767)

52640

70-74青説  75-79毒登  80-84"詭   85農護11_ヒ

(%) 認定状況・年齢階級別

100

80

60

40

20

0

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-34歳  85歳以上

789
832

762

633
688

剛　ギ
４９‐

62

359

―●~要介護(n=2,299)~要 支援(n=2,082)

一
169) +- -AQ(n=l5.580)

447
478
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(2)社会的役割

①評価結果

―
女性(nE1 7,726)

~男 性(n=12,767)

71

性・年齢階級別

65-69歳  70,74歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

②回答状況

●評価の基礎となっている4項 目の回答結果をみてみると、知的能動性と同様、一般高齢者、二次予防対

象者、要支援認定者、要介護認定者でその回答結果に顕著な差がみられる。

●非認定者のカウント率は701%～ 920%、 非認定者のカウント率は20.1%～ 49.3%で 、これらの設間も

高齢者の生活機能レベルの指標として有効なことがうかがえる。

●老研式活動能力指標には、高齢者の社会活動に関する設間が 4間設けられ、「社会的役割」として尺度

化されている (間 7-7～ 10)。

●評価は、知的能動性と同様に 4点満点で評価 し、 4点 を「高い」、 3点を「やや低いJ、 2点 以下を

「低い」と評価 している。

● 3点 以下を低下者とした評価結果をみると、総 じて男性のほうが低下者割合が高 くなっている。

●認定状況別にみると、やは り最も低下者割合が最も高いのは要介護認定者で、次いで要支援認定者、二

次予防対象者、一般高齢者の順となっている。

低下者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(%) 認定状況。年齢階級別

100

80

60

40

20

0

829 855      863       880      898

77

682

473
415

286

―●― 要介護(n=2,299)

―

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-34歳  85歳以上

―
要支援(n=2,082)

単位 :%

鰈
間7-5友人の家を訪ねていますか (はい)

701 20.1

779 1     567 30.8 1     10,4

問7-6家族や友人の相談にのっていますか (は い )

827 340
89_0 1      720 48.9 1     206

間7-9病人を見舞うことができますか (はい)

920~~ 977~  83' 349
508 1     207

間7-10若 い人に自分から話しかけることがありますか (はい)

832
8841     743

493
595      401

< >

問7-7何かあつたときに、家族や友人・知人などに相談していま

すか (はい)

926 74.6

9431     896 867 1     634

問7-11 ボランティア活動をしていますか (はい)

230
０
４ 143 32

28



③相談相手・地域活動

●高齢者の相談相手を、「間7-7 何かあったときに、家族や友人・知人などに相談をしてい水すか」との

設間に「はい」と回答 した者についてみると、「息子・娘」 (633%)が 最も多く、次いで「配偶者」

(512%)「知人・友人」 (244%)、 「兄弟・姉妹」 (211%)の 順となつている。

●参加 している地域活動 としては、「自治会・町内会」 (281%)、 「老人クラブ」 (262%)、 「祭 り・

行事」 (236%)へ の参加が多くなっている。

図表 相談相手

息子・娘

配偶者

友人・知人

兄弟・姉妹

息子・娘の配偶者

医師・歯科医師・看…

役所・役場

民生委員

老人クラブ

地域包括支援センター

社会福祉協議会

自治会・町内会

その他

間7-8相談相手を教えてください

0       10      20      30      40

図表 参加している地域活動

間7-12地域活動に参加していますか

0             10            20

自治会・町内会

老人クラブ

祭り・行事

サークル・自主グ…

その他
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V健 康口疾病

1疾病

(1)高血圧
○有病率

●現在治療中とする病気で最も多いのは、「高血圧」 (全体408%、 男性3809る 、女性427%)で、男性

より女性で、また年齢が高いほど多くなつている。

●認定状況別にみると、調査への回答か ら求めた「高血圧」の有病率が最も高いのは、要支援認定者

(496%)で 、次いで二次予防対象者 (436%)、 要介護認定者 (388%)、 一般高齢者 (386%)の 順

になつている。

図 表 有病率 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

(0/o)
性・年齢階級別

60

―
女性(n・ 17,726)

一
男性(n=12,767)

6569歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  35歳以上

認定状況・年齢階級別

6569歳  70-74歳  7579歳  80-84歳 85歳以上

44
425

―

「

要介護(n=2.299)

―
要支援(n=2,082)

―
予防輌・ 9,169)

(2)脳卒中
○有病率

●要介護の主原因となる「脳卒中」について、現在治療中とする割合 (有病率)は、全体で29%(男 性

4.0%、 女性2_2%)と なうており、女性より男性で、また年齢が高 くなるほど多くなっている。

●認定状況別にみると、有病率が最 も高いのは要介護認定者 (107%)、 次いで要支援認定者 (740/0)、

二次予防対象者 (310/o)、 一般高齢者 (10%)の 順となつている。

●非認定者では、年齢が上がっても有病率は横ばい傾向を示 している一方、認定者では年齢とともに有病

率が顕著に下がつている。

図表 有病率 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)

(0/o)
性・年齢階級別
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0

―
女性(n=17,726)

―
男性(n・ 12,767)

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-34歳 85歳以上

(%) 認定状況・年齢階級別
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0

210 ―●―要介護(n=2,299)

― 要支援(n・2,082)

― 予防(n・ 9,169)

-0-一
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(3)心 臓病
○有病率

性・年齢階級別

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

(4)糖尿病
○有病率

●内蔵疾患で要介護の原因となる「心臓病」についてみると、有病率は全体で119%(男 性129%女 性

111%)と なっており、女性より男性で多くなっている。

●認定状況別にみると、有病率が最も高いのは要支援認定者 (22_5%)、 次いで要介護認定者

(165%)、 二次予防対象者 (149%)、 一般高齢者 (81%)の lttと なつている。これを年齢別にみる

と、全体 としては年齢 とともに有病率が高 くなっているが、要介護認定者では年齢によって有病率にほと

んど変化がみ られない。

図表 有病率 (性・年齢階級別、認定状況。年齢階級別 )

認定状況・年齢階級別

257
242

コ́ ―́″・̂ =ム

193

154

132

―●―要介護(n=2.299)
一キー要支援(n=2.082)
~予 防(n=9,169)

6569歳  7074歳  75-79歳  80-84歳  85歳以上

●同 じく内蔵疾患で要介護の原因となる「糖尿病」についてみると、有病率は全体で110%(男 性

131%、 女性95%)と なっており、やは り女性より男性で多くなっている。年齢別にみると全体 として年

齢が高いほうが有病率は低 くなる傾向がみ られる。

●認定状況別にみると、有病率が最も高いのは要支援認定者 (146%)、 次いで要介護認定者

(134%)、 二次予防対象者 (122%)、 一般高齢者 (920/0)の 順となっている。

図表 有病率 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別
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~男 性(n=12,767)
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80

65-69歳  70-74歳  75-79歳  80-34歳  85歳以上

(%) 認定状況・年齢階級別
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―●―要介護(n=2,299)

― 要支援(n=2,082)

― 予防(n=9,169)

-0-― ―需o(n=1

10
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7

65-69歳  70-74歳  7579歳  8084歳  85歳以上
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(5)筋骨格系疾患
○有病率

●要介護原因となる関節 リュウマチを含む『筋骨格系」疾患の有病率をみると、全体では164%(男 性

73%、 女性229%)と なっており、男性より女性で、また年齢が上がるほど高 くなつている。

●認定状況別にみると、有病率が最も高いのは要支援認定者 (385%)、 次いで二次予防対象者

(221%)、 要介護認定者 (200%)、 一般高齢者 (100%)の 順となつている。これを年齢別にみる

と、全体 としては年齢 とともに有病率が高 くなっているが、要介護認定者では年齢によつて有病率にほと

んど変化がみ られない。

図表 有病率 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別 )

(%) 性・年齢階級別
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(%) 認定状況・年齢階級別
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(6)がん
○有病率

(%)     摯・年齢階級別

―
女性(n=17,726)

―
男性(n=12,767)

65-69歳  70-74歳  75-70歳  8084歳  85歳 以上

●やはり要介護原因にもなる「がん (新生物)」 の有病率をみると、全体で26%(男性3.4%、 女性

20%)と なつており、女性より男性に多く、また70歳以上では年齢が上がるほど有病率が低くなつてい

る。

●認定状況別にみると、有病率が最も高いのは要支援認定者 (33%)、 次いで二次予防対象者

(30%)、 要介護認定者 (26%)、 一般高齢者 (22%)の順となっている。

図表 有病率 (性 口年齢階級別、認定状況。年齢階級別 )

(%)    認定状況・年齢階級別

~要 介護(n=2,299)
~要 支援(n=2,082)
~予 防(n・ 9,169)
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2主観的健康感

①回答結果

●高齢者のQOL(生 活の質)の指標ともなつている主観的健康感に関する回答結果をみてみると、全体

では「 (ま あまあ・とても)健康」とする肯定的な回答 (健康群)が640%、 「 (あまり)健康でない」

とする否定的回答 (不健康群)が282%と なっている。

●これを性別にみると、男性で「とても健康」とする回答が女性より22ポイント高くなつており、逆に
「 (あ まり)健康でない」とする不健康群が26ポイント低くなっている。

図表 回答結果 (性・年齢階級別 )

男1生          (%)
0      20      40      60      80     100

総数

(n■ 12,767)

6569歳
(n=3,272)

70-74方モ

(n=3,269)

75-79歳

(n=2,956)

80-34歳

(n=2,040)

85歳 以上

(n=1,230)

口とても健康 。まあまあ健康 。あまり健康でない ●健康でない ●無回答

％
００

性女

４０

総数

(n・ 17,726)

65-69烏場

(n=3,665)

70-74歳

(ni4,001)

75-79歳

(n=4,151)

80-84歳

(n・ 3,169)

35歳 以上

(n・ 2,740)

|口 とても健康 。まあまあ健康 ●あまり健康でない 。健康でない ●無回答
|

5,1‐  |147.1
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②属性別の状況

●主観的健康感について肯定的な回答をした健康群の割合を認定状況別にみると、やはリー般高齢者が

808%で最も高く、次いで二次予防対象者 (511%)、 要支援認定者 (3080/0)、 要介護認定者

(285%)の順となっている。要介護認定者、要支援認定者でほとんど差がないことが特徴的といえる。

●所得段階別では第 5段階以上で、住宅の所有関係別では持家で、世帯構成別では夫婦二人暮らしや二人

以上で同居の世帯で、それぞれ健康群の割合が高くなっている。

図表 健康群の割合 (認定状況、所得段階、住宅所有関係、世帯構成別)

認定状況別
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③関連設間への回答状況

●主観的健康感に関連する各設間に対する回答 (肯 定的な回答の割合)を 、健康群と不健康群別にみる

と、両者で差が大きいのは、間8-9・ 11、 間8-3な どとなつており、抑 うつ感や服薬状況が主観的健康感と

関連 していることがうかがえる。

表 関連設間への回答結果 単位 :%

設間 (肯定的な回答 )

健 康群 (nこ 19,515)

とても健康  まあまあ健康
(n=2,358)     (n・ 17,157)

不健 康 群 (n・ 8,613)

あまり健康でない 1建康でない
(n=5,766)      (n=2.847)

差

間1-8現在の暮らしの状況を総合的にみてどう感じますか
(ややゆとりがある、ゆとりがある)

419
52.0      406

277

293      244

問1-9現在、収入のある仕事をしていますか (は い)

212

302      200
77

94       42

間7-4健康についての記事や番組に関心がありますか (はい)

889
900 1     888

753

807      644

間8-3現在、何種類の薬を飲んでいますか (3種類以下 )

753
905      733

371

419      272
問8-4現在、病院・医院 (診療所(ク リニック)に通院していますか

(いいえ)

246
473      215

69
69     68

間8-7(こ こ2週間)毎 日の生活に充実感がない (いいえ)

889
926 .     883

569

648 401

間8-8(ここ2週間)これまで楽しんでやれていたことが楽しめな
くなつた (いいえ)

925
969 1     919

603
686      424

322

問8-9(こ こ2週間)以前は楽にできていたことが、今ではおつく
うに感じられる (いいえ)

811

931      794
397

460 1     262

間8-10(ここ2週間)自 分が役に立つ人間だと思えない

(いいえ)

848
898 1     841

555
627 .     403

292

間8-11(ここ2週間)わけもなく疲れたような感じがする
(いいえ)

801

928      783
392

45,1 ‐     267

409
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Ⅵ 介護

1 既往症

(1)脳 卒中

○既往率

●要介護原因で最も多い「脳卒中」について、「これまでにかかった」とする回答の割合 (既往率)をみ

ると、全体で40%(男 性54%、 女性31%)と 、やは り男性のほうが女性より、また年齢が上がるほど高

くなつている。

●認定状況別にみると、既往率が最も高いのはやはり要介護認定者 (168%)で 、次いで要支援認定者

(1060/0)、 二次予防対象者 (38%)、 一般高齢者 (14%)の順となつている。

図表 属性別既往率

(%) 性・年齢階級別

40

―
女性(n=17.726)

一
男性(n・ 12,767)

6569歳  70-74歳  7579歳  80-84歳 85歳以上

―■―要介護(n=2.299)

―
要支援(n=2,082)

― 予防(n=o,169)

-0-_

認定状況・年齢階級別

65-69歳  70-74歳  7579歳  8084歳  85歳以上

(2)認知症

図表 既往率

●同様に要介護原因の上位に位置する「認知症」の既往率をみると、全体で29%(男 性21%、 女性

35%)と 、男性より女性のほうが、志た年齢が上がるほど既往率が高 くなる傾向にある。

●認定状況別にみると、既往率が最も高いのはやはり要介護認定者 (273%)で 、次いで要支援認定者

(4j%)、 二次予防対象者 (1.4%)、 一般高齢者 (02%)の順となつている。

●要介護認定者では、年齢が上がるに従つて既往率が急激に高くなつており、年齢が上がるとともに認知

症を要介護の原因とする認定者の割合が増えていることがわかる。

図表 属性別既往率

(0/● )
性・年齢階級別

40

―
女性(n=17,726)

―
男性(n・ 12,767)
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２
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認定状況・年齢階級別

~●~要
介護(n=2,299)

― 要支援(n=2,082)

~予 防(n=9、 1691

-0--lorn=1

1 6

75-79歳  8084歳
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2介 護の状況

(1)介護の必要性

●介護の必要性に関する設間 (間 1-3)に 対する回答をみると、年齢が上がるほど「介護を受けている」

「必要だが現在は受けていない」の割合が高 くなつている。

●これを認定状況別にみると、要介護認定者の829%、 要支援認定者の598%が 「介護を受けている」と

回答 している一方、二次予防対象者では780/0が 「介護を受けている」、また175%が「必要だが現在は受

けていない」と回答 している。

図表 介護の必要性

介護の必要性 (年齢階級別)  (%)
0      20      40      60      80     100

総数

(N=30,493)

65-69歳

(n=6.937)

70-74歳

(n=7,270)

75-79歳

(n■ 7,107)

80-84島モ

(n=5,209)

85歳以上

(n=3970)

●1 現在、何らかの 02何らかの介護  ●3介護 介助は 口無回答
介護を受けている  ・介助は必要だが、  必要ない

介護の必要性 (言忍定状況別) (%)
0                50               100

総数

(N=29,130)

一般(n=15,580)

予防(n=9,169)

要支援(n=2,082)

要介護(n二 2,299)

●1 現在、何らかの 。2何 らかの介護   ●3介護 介助は 口無回答

介護を受けている  介助は必要だが、  必要ない

(2)介護者

●間1-3で 「介護を受けている」 と回答 した者の介護者は、「息子・娘」 (380%)、 「配偶者」

(292%)、 「息子・娘の配偶者」 (195%)が比較的多くなつている。

●介護者の年齢は、半数近 くの473%が 「65歳未満」で最も多く、次いで「65～74歳」 (163%)「 75～ 84

歳」 (148%)、 「85歳以上」 (43%)と なっている。いわゆる老老介護が全体のほぼ 1/3と なつてい

る。

図表 介護者 図表 介護者の年齢

間1-5介護 '介助している方の年齢は、次のどれですか

85歳 以上

177人

無回答

706人

173%43%

75～ 84歳

607人

148%

65～ 74歳

668人

163%
n・ 4,092

問 ¬-4ど なたの介 護・介 助を受 けています か

(%)
0       10      20      30      40

息子・娘

配偶者

息子 娘の配・・

孫

兄弟・姉妹

その他

n二4,092
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(3)利 用している在宅サービス

●要介護認定者が利用している在宅サービスとしては、「訪間介護」が151%で最も多く、「訪問診療」

(84%)「訪問リハビリテーション」 (6.8%)、 「訪問看護」 (53%)、 「訪問入浴介護」 (49%)
の順となつている。

図表 利用している在宅サービス

問 8-6

0

以下の在宅サービスを利用していますか

5               10

訪問診療

訪問介護

訪間入浴介護

訪間看護

訪間リハビリテー¨

居宅療養管理指導




